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第 1章序論

本論文は、東京大学生産技術研究所において原尚文雄教伎の指導のもとに、

1979年から 1990年の聞に著者が行った、直流 ~a 動機の i必 l豆、および、競将屯動機

のトルクのディジタル制御系において高精度性・ 1司法応答性・ロバスト性 の それ

ぞれを高性能化するに際して、それを限定する要因をゆ1かにするとともにその対

策を示すという一連の研究をまとめたも のである 。

本論文は、 ー貸して上記 3つの制御性能 の向上を論ずるが、 m動機 の樫1Mlと問

題の銭い方の遣いにより前半と後半に分けられる 。 前半(j'.1~2-4 t;t)では、 l立

流電動機の速度制御系においてディジタル制御系 固 有 のサンプ リング周期lおよび

量子化誤差が制御性能に与える彫響と対策に つい て論じ、 ;日動機 のディジ タル:!JI

御系の解析・設計の基礎を固める。後半(貫~ 5 J~) では、誘導 1cr 動機 の 刈Ì!Íiト ル

ク制御系の性能を向上させるためには、制御系をどの様に榊成すればよいか、さ

らに、必要な制御情報を高度な演算処理機能を活用してど の織に検出すればよい

かについて論じる。

S1 -1 本研究の背景と展開

著者が本研究に着手した 1970年代終わり頃には、 7 イクロプロセ ッサの噂

入により電動級制御系のディジタル化が急速に展開し つつ あ った。 それまで の

電動機制御系の中心はアナログ制御系であったが、次のような欠点があった 。

( 1 )検出器の特性の高精度の線形性が確保できない。

( 2 )アナログ信号の正確な伝達が灘しい。

( 3 )環焼の温度変化、機若宮の経年変化、および、電源電圧の変動によ

り誤差が生じやすい。

これらのアナログ制御系の欠点を改善するため、電動機市Ii却系 の デ ィジ タル化が

積極的に進められた [11。また、マイクロプロセ ッサは、小型 ・低価絡であ りな

がら、被雑で高度な論理・数値演算処理をソフトウェアにより指定できるという

ディジタル計算機本来の特長を備えている。このため、その応用は、電動機制御

系のみならず、家電製品・車両・情報機総・通信、および、産業分野へと附広く

展開しつつあった [21。電動機制御系に 7 イクロプロセッサが導入された理由

は、低価格 であることに加えて、次のような利点を期待してのことであったとみ

られる。

( 1 )高度の情報処理機能が集積化されているため、部品点数を減少し

-2-

システムの信頼性が向上する。

( 2 )ソフトウェア処理のため機能の変更・追加が容易で、ハードウェ

ア回路の共通化が可能である。

( 3 )産業プラントでは、プロセス制御用の上位計算機との後続が容易

になる。

( 4 )コンビュータとしての能力を利用して、市Ii却系の俊能 ・性能の高

度化が期待できる。

電動長島市iJi卸系の高性能化を図るためは、それを僧成する各要素の性能のバラン

スが大切である。図1.1-1 に示すように 7 イクロプロセッサを使用した電動機制

御系の主要な備成要素は、制御器(制御用コンビュータ)・電力変換器 ・電動

糧費 ・センサの 4つである。この時期には、制御器のコンビュータ化と電力変換器

の高周波化により、制御系の高性能化が図られた。

1 980年前後の時点で比較的容易に利用できた汎用 7 イクロプロセッサは、

8ピ ットのもので演算が速いという制約があった。演算務長を長くしたり、復雑

な処理をしよ うとすると、演算処理時間が許容以上になりがちであった。当時よ

く使用され ていたサイリスタレオナ ー ド装置で必要な処理速度は、点弧角制御で

5-100μs、電流ループで 1-3ms、また、速度制御ループで 5-10ms 程度とさ

れ て い た 。 従って、短い演算語長、および、簡単な処理ですむようにする努力が

されていた。たとえば、電力変換器の ON/OFF制御に適用し出力波形整形する研

究 [3-51では、 7 イクロプロセッサの遅さをタイマなどの周辺 LSI でカバ ー して

おり、非常に早い時期に発表された。電力変換器の制御では、 ON/OFF のディジ

タル信号を出力すればよいので、ディジタル制御方式が思11染みやすかった。

一方、直流 電 動 機 の 速 度 制 御 系 へ の 応 用 例 と し て は 、 従 来 の ア ナ ロ グ 系 PI制

御を ディジタル 化したも の[6，71が多〈 、さ らに 、 PL L制御(研究動 向と文献は

第 2 :r;t ~2-2 参照)などがある。 これ らにおいて、サンプリング周期の問題は

応答時間を長 く す る こ と で 回 避 し て い た 。 こ の た め 、 制 御 ゲ イ ン を 大 き く し て 高

速化しようと すると過渡応答のダンピングが怒くなり安定性に問題が生じること

があ った。

従 って 、デ ィジタル 制御 の特長を活かし 、応答を向上するアルゴリズムの関

q
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発、高性能センシング技術の開発などが必要とされていた 。しかし、ディジタル

制御系ではデータを畳子化により量的に雛散化し、サンプリ ングにより II~ IUI ((.Jに

離散化するため、アナログ系の制御アルゴリズムをそのままディジタル化した の

では制度および過渡応答などの性能が劣化することがある。特に、ディジタル化

の目的のひとつは高紛度化であるから、量子化誤差による:t，11住u制度の限界を Jf仙i

しておくことは重要であった。

これらを背景として 1979年に著者は、直流m動機i必l立のディジタル PL L 

制御系において墨子化誤差およびサ ンプリング周期11;iJ1 ia11交市Ii節制度に与える彫$

を評価する研究に着手した。その結果、位相差検出総の無駄 i昨日:1 ;を考 J.~ すること

により実システムを正確にモデリングできることが分か った(第 2i;i )。しか

し、 PLL制御は電動機速度に関する積分制御であるから、制御ゲインを大き く

すると応答のダンピングが悪化し、過渡的な応答を高速化できない。このため、

さらに、高速応答を実現するアルゴリズムの研究を行 った。その結果、サンプリ

ング無駄時間を補償したデッドビート制御系により高速応答を実現した(第 3

章)。しかし、この制御系はパラメータの僅かな変動に対しでも応答波形が乱れ

易いことが実験的な経験から分かった。このため、サンプリング周期を知縦しパ

ラメータ感度を低減する方法を検討した。その結果、応答 l時間を一定に保ったま

まサンプリング周期を短くすれば、 パラメ ータ感度を低減できるだけでな く、速

度制御誤差も劣化しにくいことが分かった cm・4T，i )。

以上が本研究の前半部分であり、 1983年頃には主要な研究成果をmた。こ

れにより、電動機のディジタル制御系の解析 ・設計の基礎固めができた。

ところが、この時期において、電動機制御系の研究に 2つの大きな変化が起り

つつあった。第一に、直流俊制御系は速度制H卸系から位置1サーボ系へ研究の主流

が移りつつあった。すなわち、電動機駆動系をロポットアームあるいは工作綴な

どに組み込まれたものとみなし、負荷の特性まで考慮に入れた位目立サーボ系の同

性能化が課題となりつつあった。第二に、可変速駆動系の研究の主流が l丘流機か

ら交流機に変化しつつあった。ここにおいて、若:者は、後者の研究に l限り制lむこ

とにした。

1 98 0年代には、電力変換務の性能向上とベクトル制御l法の猪備により可変

4-

速駆動装置の AC化が急速に展開した。それには次のような背景がある。 197

0年代後半には、大容量パワートランジスタおよび GTOなどの自己消弧形素子

の実用 化 され、これを契機として 1980年代にかけて、パワー MOSFET、

静電誘導トランジス夕、 lGBT、静電誘導サイリスタなどの高速スイッチング

電力用半導体が次々に実用化された。これらとディジタル制御技術を組み合わせ

ることにより、電力変自民総の性能が格段に向上し、出力電流/電圧を自在に制御

できるようになった。一方、 1970年頃にドイツで発案された誘導機の高速ト

ルク制御法は、その後日本でも研究が続けられ、 1980年頃には、いわゆる、

すベり周波数形ベクトル制御の基礎研究が完了していた。このような技術的状況

に加えて、 1970年代のオイルシ g ックによる省エネルギー化の必要性が可変

速駆動装箇の需要を喚起し、さらに、産業界における省保守 ・高信頼化のニ ーズ

が DCから ACへの展開に伯車をかけた 。

誘導機のすべり周波数形ベクトル制御では、温度変化により 2次巻線低抗値が

変動すると制御特性が劣化するという問題が指繍されていた。また、当初のすべ

り周波数形ベクトル制御は誘導機を制御電流源で駆動することを前提としてい

た。 1981年頃には、電流制御の不完全さを考慮して制御電圧源で駆動する方

法も提案され、両方式の比較検討が必要とされていた。

そこで、 1983年に著者は、本研究の後半部に着手した。まず上記の 2極類

のすべり周波数型ベクトル制御系の比較実駿を行い、誘導機制御系に関する理解

を深めることにした。その結果、 2次巻線低抗値変動 lこより 2次巻線鎖交磁束お

よび発生トルクがどの僚に変化するかを明らかにした。引き続いて、 2次巻線低

抗値変動の問題を解決するため、同期ワットによりトルク検出を行いフィ ー ドパ

ック制御する方法、および、磁束オブザーパを用いてトルク ・磁束をフィ ー ドパ

ック 制御する方法に関してシミュレーションおよび実験を行い、それぞれの方法

の有効性を検証した。その詳細は、 m51立に示す 。

S1 -2 本研究の桜題と方法

一般に制御の目的は、安定性、定常的な高精度性、過渡的な高速応答性を実現

することとされている。 なお 、 実用的な制御系では 、安定であることは当然の
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こととされ、むしろ、パラメータが変動しでも性能が劣化しにくいというロバス

ト性が要求される。従って、本研究の諜題は、屯動機市II!卸系において次の 3つの

基本的な制御性能の向上を図ることである。

日直亙霊コ
(51) 高精度性:制御すべき出力をその絞定他に定常的に制度よく 一致させ

ること。

(52 )高速応答性:設定値あるいは外乱などの変化に対して速やかに応答す

ること。

(53) ロバスト性:パラメータ変動などがあ って もよ の 2つの性能が変化し

ないこと。

これに対して、電動機制御系はすでに示した図 1トl の様に 術成される 。この

制御系を装置化するために設計 ・決定しなければならない項目を設計要項と呼ぶ

ことにすると、それには、

口亘豆豆口
(01 )サンプリング周期

( 02) ディジタル化の量子化幅

( 03) フィードパックデータの検出方法および前処理の方法

(04) 制御ループの峨造

(05)各市l御ゲインの大きさ

などがある 。制御性能と設計要項の関係を図 1.2-1 に示す。制御系の解析とは、

設計要項がなんらかの方法で決められたとき、制御性能を評価することである。

設計要項の良否が、制御性能の良否を決定する。一方、制御系の設計 ・実現と

は、設計仕僚として与えられた制御性能を実現するように 設計要項を決めること

である。その過程では、設計と解析を交互に繰り返す必裂がある。試行錯誤を少

なくし設計を合理的に進めるためには、隙々な情報が必要である。図中 の経験JliJ

とは、設計要項をこうすれば制御性能がこうなるという経験による知l織を怠味

し、たとえば、制御性能と設計要項を関係付ける地図の憾なものを考えている 。

ここで、 一 般的な制御系に対して制御性能と設計要項を関係付けることは、困

6-

難であると考えた。このため、本研究の方法は、 具体的な各極制御系ごとに高性

能化する性能を定め、それを限定する設計要項の影響を定盤的に 評価することに

した。更に、可能ならばその対策を提案し、その妥当性を実験により検証する。

本研究では、次の制御系を取り上げる。

第 2章:直流電動機速度のディジタル PLL制御系

第 3'(1:直流電動機速度のデッドピート制御系

第 4ilt:パラメータ感度低減のためサンプリング周期を短くした速度制御系

第 5章:誘導電動機の高速トルク制御系

~ 5 -5 篭流および電圧源駆動型のすべり周波数ベクトル制御系の比較

~ 5 -6 同期ワット・トルクのフィードパック制御系

~ 5 -7 磁束オブザーパを用いたトルク・磁束フィードパック制御系

以上に示したように、本研究は、具体的な各種制御系の高性能化の実績を積み

上げることにより、電動機のディジタル制御系の高性能化とその実現手順の合理

化に寄与しようとするものである。

S1 -3 本論文の憎成

本論文は、 6つのな、および、著者の発表論文のリストから成る。なお、参考

文献は、各nの最後の節に付ける。各章の相互の関連を、図 1.3-1 に示す。 同図

には、参考として各主主の研究を行 った時期、実験装置の主な仕機(使用プロセッ

サの型番、 bi t数、クロック周波数; 制御サンプリング周期; 電力変換器の PWM

周波数)、および、主要成果の著者発表文献の番号を (A-2l などの機に示す。

各主主の慨要を以下に述べる。

第 1章序論

本研究の背景と課題を述べるとともに、本論文の各4tの慨袈と相互の関連

を示す。

第 2章 速度粉度を向上させるディジタル Pしし速度制御系の実現と解析
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ディジタル PLL速度制御系の安定性・動特性およびi速度誤差を、熊駄l時

間および宣子化誤差を考慮に入れて定量的に解析し、それらの妥当性を実験

により検証する。ディジタル PLL速度制御系は、高梢l史な速度制御を同的

としているから、達成可能な精度の限界を l珂らかにする必要がある。

~ 2 -4では、本研究に用いた位相差検出総の動作を検討し、位相差検出

に遅れ時間を伴うことを明らかにする。従来の研究では、このiIl!れ時間が考

慮されていなかった。~ 2 -5では、この遅れ時間を考慮して PLし制御系

の動特性および安定性を解析し、実験結果に一致することを示す。~ 2 -6 

では、遅れ時間のほか、位相差のディジタル検出の量子化誤差を考慮にいれ

て、量子化誤差により発生する電動隙速度のリミットサイクルを解析し、lTl!

便な評価手順を導出する。その妥当性を実験により検証する。そのほか、 P

LL制御と速度に関する積分制御との比較についても述べる。

しかし、 PL L制御は本質的に電動機速度に関する積分制御であるから、制御

ゲイ ンを大きくすると応答のダンピングが恕化し、過渡的な応答を高速化できな

い。これに対して、第 3jまでは、制御アルゴリズムを変更し応答の高速化を図

る。

第 3主主 速度応答を高速化するデッドビート制御系の笑現

電動綴速度の過渡応答の高速化を目的として、設定速度および負荷外乱の

ステップ状の変化に対して電動機速度をデッドビート応答させるための制御

系の構造および無駄時間の補償法について述 べる。さらに 、健案した制御方

法によりデッドビート応答できることを実験により確認する。

~ 3 -4では、 P1制御よりも I-P制御の方が優れていることを 示す。

~ 3 -5では、この制御系には検出無駄時間と演算無駄時間iの 2つの熊11;1時

間があることを示し、これらを補償しデッドビート制御を実現する方法とし

て、線形外係と出力フィードパックを組み合わせた制御を健案する。一万、

~ 3 -6 では予測型オブザーパを用いた無駄時間l補償方法を提察する。~ 3 

-7では、これらの 2種類の方法でデ ッドビート制御が実現できることを、

実験により確認する。その結果によると、予測|型オブザーパをmいる jJが1'11

動機速度の銀動が少ない。この理由は、~ 3 -5の方法では不安定プロック

を含むためである。さらに、~ !I 3 -8 -3では、量子化誤差による電動機

速度の誤差額帽を低減するため予測型オブザーパのゲインを可変にする方法

8-

を復案し、その有効性をシミュレーシ a ンにより確認する。

第 3liiに述べたfliIJ御系は実験的な経験によると、制御系のパラメータの小さな

変動に対しても応答波形が乱れ易い。これを改善するため、次主主ではパラメータ

感度を低減する方法を検討する。

第 4章 パラメータ感度低減を目的としたサンプリング周期短縮効果の評価

本立では、前'(iに示した電動機速度制御系のサンプリング周期を短くする

ことにより、パラメータ感度を小さく抑えられるかどうかを検討する。サン

プリング周期lを短くする理由は、それにより制御誤差のフィードパック修正

を頻繁にし制御系の特性を変化しにくく出来ると考えたからである。ただ

し、制御精度あるいは応答速度が劣化したのでは意味がないから、パラメー

タ感度、制御誤差、応答性を総合的に解析する。このように、 3つの制御性

能を総合的に解析した研究は、著者の知る限りでは、これまでにはない。

!I 4 -3では、状態方程式からパラメータ感度を数値計算する方法を準備

する。!!4 -4では、状態方程式から量子化誤差による出力誤差を数値計算

する方法を準備する。これらを利用して 2つの条件下での制御特性を解析し

比較評価する。第 lは、!I4 -5に示すデッドビート応答をする系のサンプ

リング周期を短くする樋合である。このときは、サンプリング周期を短縮す

るほど応答が速くなる反面、パラメータ感度と量子化による速度誤差が増加

する。第 2は、!!4 -6に示す応答時間を一定に保ったままサンプリング周

期lを短くする渇合である。このときは、パラメータ感度および速度誤差を小

さく抑えることが出来ることを明らかにする。

以上が本論文の前半であり、直流電動機のディジタル制御系において量子化誤

差およびサンプリング周期lが定常精度、過渡応答、パラメ ータ感度など の制御性

能に与える彫畿を論じた。これにより、電動機のディジタル制御系の解析・設計

の基礎固めが出来た。

なお、パラメータ!議度の改善は、制御系ループの機~を工夫することによって

も可能である。ただし、制御対象を直流電動機に限っていたのでは、制御系の憎

過を工夫する余地が少ない。また、この時期には可変速駆動系は直流機から交流

機に移行し つつあった。そこで 、制御対象を誘導電動機に変更し、その高速トル

ク制御系のロバスト性向上を行ったものが次の主主である。
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第 5章 誘導機の 2次低抗値変動 lこ対して強い商法ト ル ク制御系の実現

誘導電動機の高速トルク制御方法としては、いわゆるすべ り周波数型ベク

トル制御があるが、 2次巻線抵抗値が変動すると制御特性が劣化するという

問題があった。ここでは、誘導機の 2次抵抗値変動に対して強い商法トルク

制御系として、次の 3盤類の制御法を取り上げ、各々の有効性を笑験により

検証する。

A 電圧駆動型のすべり周波数ベクトル制御系

目。同期ワット・トルクのフィードパ ック制御系

c 磁東オブザーパを用いたトルク・磁東 フィ ード パ ック制御系

これらのうち、 A は、本研究以前に鑓察されていたが、従来の沼流駆動型

のすべり周波数ベクトル制御と比較が十分でなかった 。 ~ 5 -5では、実験

結果およびシミュレーシ aン結果により電圧駆動型が有利であることを 示

す。 B は、著者らが提案した全く新しい方法である 。 ~ 5 -6に示すよう

にこの方法は、従来のベクトル制御系と併用する渇合に有効で、 2次巻tJil低

抗値の変動がトルク制御特性に 与 える彫響を抑制lでき、簡単な 回路で叉ー耳lで

きる。 c は、トルク制御のために磁束オブザー パを DSP を用 いて実現し

たものとしては日本で 2 番目である 。 ~ 5 -7では、磁束オブ ザーパの設計

方法を述べ、さらに、これを利用したフ ィード パック 制御系が 2次巻線抵抗

値の変動 lこ対してロバスト性であることを シ ミュレーシ g ン結果および実験

結果 lとより示す。

第 6章 本論文のまとめ

本論文で得られた成果をまとめ、今後の方向示す。

S1 -4 本研究の各部分における実験装砲の仕傑

ここでは、図1.3-1 に示した実験装置2の仕僚について述べる。なお、それぞれ

の実験装置の詳細は各章に示してある。以下には、主に市l笹uサンプリング周jUlTS 

の決定要因について説明する。

(1 )第 2iiiのサンプリング周期 (5Oms)

P L Lの実験装置の 7 イクロプロセッサの演算l時間は、 O.6ms であった(~ ~ 

一10-

2 -5 - 1参照)。これに対して、サンプリング周期 Ts
を 5伽 s とした狸自

は、ロックインレンジ (a)を大きくし、設定速度のきざみ幅(b)を小さくするため

である。

(a)ロックインレンジは、第 2章の式(3.26) で与えられ、右辺の Kd は位

キ目差比較器のゲインで第 2章の式(4.12b) で与えられる。よって、ロッ

クインレンジは、 T に比例し、実験装位では 273rpm である。
S 

(b) 設定速度のきざみ隔は、第 2Jjtの式(4.7) で与えられ、 TS と N
p

(ロ

ータリエンコーダのパルス数)に逆比例し、実験装置では 2rpm であ

る。

(2)第 3章と第 4章のサンプリング周期 (25ms，IOms) 

オブザーパを用いた場合の演算時間は、 IOms弱であり、これがサンプリング周

期の下限である。デ ッ ドビート制御系(第 3主主)の鴻合にそれより長い理由は、

制御入力のピーク値を抑えるためと、速度検出誤差を小さくするためである。

(~~3-7-2 に詳細に説明しである。)

(3 )第 51:主電圧型ベクトル制御系のサンプリング周期 (2.2ms)

電圧型ベクトル制御系では、 3つのプロセッサを使った。 2つのワンチ ップ7

イコン (8031)により座僚変換を 1ms ごとに行い、 ..8086 によりベクトル制御演

算を 2.2ms ごとに行うとともに、 IOms ごとに速度制御演算を行う。このように

マルチプロセッサ化することにより、メインの i8086 の負担を軽減した。

(4 )第 51)の同期lワットトルク計算をアナログ回路とした理由

誘導機の発生トルクの応答時聞は数ms であり、これを汎用のマイクロプロセ

ッサで実時間計算することは困難と考えて、回路をアナログ 1C (乗算 5、除算

1、OP-AmP 数個)で情成した。さらに、この方式は商用のベクトル制御システム

への適用を目指したので、同期ワットトルクの計算のためだけにプロセッサを追

加することはコスト的に得策ではないと考えた。

(5 )第 5主主磁束オブザーパを用いた系のサンプリング周期I(口 2ms)

これは、使用したプロセッサ (DS P)の演算時間により限定されたものであ

る。

1
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第 2章 速度精度を向上させるディジタル PLL速 度 制 御 系 の 実 現 と 解 析

S2 -1 本'i;iの事長短と情成

本意では、高精度速度制御を目的としたディジタル PL L速度 1111iilU 系を実現

し、その特性解析を行うとともに、 妥当性を実般により検抗する。

PLLとは、入力(益準)位相に 出力の位相を同期させるようにした閉ループ

回路裕成のことである[ト5)。入出力の位相差が l時間的に 一 定となれば、その H寺!lil

微分が O となり、周波数的な誤差がなくなる。~1î動機ìå!J.交の P L L制御のiI(J(J 

は、この特長を生かして、高精度な速度制御を行うことである [6-17)。しかし、

位相差の検出をディジタル的に行うと無駄時間および量子化誤差が発生し、これ

により安定性および速度制御精度が制限される[18-23)。従って、無駄目寺!切による

安定性の劣化、および、量子化誤差による速度制御精度の劣化を定罰的にJil~ 価す

る必要がある。

本~の課題は、ディジタル P L L速度指Ii却系の無駄 l時lilIおよび宣子化誤差を身

慮にいれて安定性・動特性および速度誤差を定量的に解析し、さらにそれらの妥

当性を実験により検証することである。

これらを示すため、本主主は次のような構成になっている 。

~ 2 -2では、 PLLの電動機制御への応用に関するこれまでの研究動向につ

いて述べる。その結果、これまでの研究では、無駄時間1が-lSJ遣されておらず、ま

た、安定性限界および量子化による速度誤差については実験的に検証されていな

いことを明らかにする。

~ 2 -3では、電動級速度の PL Lltil!卸の原理を 示す。また 、 PLし制御系の

基本的な特性や用語についても説明する 。この部分は、従来から知られている 事

項を整理したものである。

このあと~ 2 -4 から~ 2 -6に述べる事項は、著者ら の 研 究 に よ り 新 し く 明

きらかにされたものである。

~ 2 - 4では、本研究に用いた実験装箇の榊成及び 1t，11!卸動作 の慨iJl!について述

べ る 。 こ の シ ス テ ム の 位 相 差 検 出総の動作を検討することにより、位4日差検出に

遅れ時間を伴うことを明らかにする 。従来の 研究では、こ の辺れ時 r:J1は、 JきJ.1i'さ

れていなかった。

~ 2 -5では、上記の遅れ時間を考慮した PL L制御系のプロック 区lを示し、

こ れ に 基 づ い て 制 御 系 の 勤 特 性 および安定性を解析し、さらに、実験結裂による

no 
l
 

検証を行う。その結果、 i度れ時間を考慮に入れることにより、初めて実験的に検

証し得る解析が 可 能 と な る こ と を 明 ら か に す る 。

~ 2 -6では、上記の返れ時間lのほか、位相差のディジタル検出に伴う量子化

誤差を考慮にいれた制御系の解析を行う。すなわち、益子化誤差により発生する

電動綴速度のリミットサイクルを解析し、これによる速度制御精度の劣化を定

的 lζ 評価する。さらに、実験による検証も行う 。また、 PL L制御と、速度に関

する積分制御との比較についても述べる。

~ 2 -7は、本主主のまとめである。

~ 2 -8には、本nの診考文献を 示す。

S2 -2 研究の動向

197 0年頃までの PL Lの応用は、回路が後雑となるため一部の通信機およ

び測定器に限られていた[1-3)。しかし、 1969年にシグネティクス社が、モノ

リシック形式の PLL IC を発表してからは、 PLLの応用範囲が各径の民生機器

にまで幅広く広がった[4)。たとえば、データ通信用 FS Kモデム復調器 ・FM

ステレオ MUX復調器・ TV受像綴の水平掃引同期回路などの通信分野のほか、

レコードプレーヤのターンテープル駆動用モータの回転数制御にも使われるよう

になった [5)。

P L Lの電動俊市l御への応用に関しては、 Mi11 ar[7) が、比較的初期に報告し

ている。それによれば、ディジタル方式の特長は、アナログ方式に比べ、ドリフ

トおよび部品の 経 年 変 化 が な く 優 っ て お り 、 特 に 、 広 い 速 度 純 聞 に わ た っ て 0.1%

以下の速度制度 が 必 要 な 泌 合 に 有 利 で あ る と し て い る 。 な お 、 PL Lの主要部分

である位相 ・周波数比較器は、ロジック 1Cを用いて h育成された。この PL しを

ファクシミリ記録器に応用したところ、 2000 パ ル ス / 回 転 の ロ ー タ リ エ ン コ ー ダ

を使用して 0.003見の位協精度が得られたとしている 。

PLL IC の 出 現 以 降 は 、 回 路 が 簡 単 に 構 成 で き る よ う に な り 、 サ ー ボ 系 や 速 度

制御系への応用方法が紹介された [5，6，8)。 回 路 の 簡 単 化 の 例 と し て は 、

Moore[6)によれ ば 、 従 来 方 式 の サ ー ボ ア ン プ で は 部 品 数 100、価格 $40に 対

して、 PLL IC を使用した泌合は部品数 15、価格$1 5に低減できるとされて

いる。なお、この論文には、 PLL制御により従来の 100倍の速度精度、すな
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わち、 0.002% が実現可能であると述べているが、その数値的根鎚については触れ

られていない。

Smithgall[9J は、位相差検出稼の非線形モデルを場出し、これを用いた勤特性

の解析結果が実験結果とよく合うと報告している。また、 Ta1 [IOJ は、 PLLサ

ーボ系の線形化離散値モデ ルを導出し 、設定速度が低速になると位相差検 山総 の

ゲインが大きくなり、系が不安定になることがあると指鏑している。

以上は比較的小容量の電動後が制御対象であ ったが、これに対して、 Bose[11 J 

は、大容量機にも応用可能なサイリスタブリ ッジ 整流線で駆動されるU'I流他励~Il

動綴(実験は、 0.75HP )の PLL制御を行った 。 この制御系には、次の 二宮ll1aiの

PLLを使 っている。すなわち、第一の PL Lは、交流電源に同期lした刈周波信

号 (30.72kHz) を発生し、サイリスタの点弧角市H卸に使用される。第二の Pしし

は、速度制御用であり、位相・周波数検出用 1C (MC4344/4似 4) とロータリエ

ンコーダ (28パルス/回転)を使用している。

他方、 PLLの交流機制御への応用に関しては、ヒステ リシス電動機の安定化

に応用したもの[12J、誘導電動綴の速度制御に応用したも の[13-16J、あるいは、

無整流子電動機の速度制御に応用したもの[17Jなどがある。特に、 Sen[14J は、

P L L制御系の離散時間モデルを導出し、系を安定化する 7ィルタについて比較

検討している。その結果、位相差だけでなく位相差の時間微分(すなわち、電動

後速度)も制御に使うと安定化 の効果が大きいとしている。

さらに、原島ら [16，17Jは、マイクロプロセッサを用いた PL L制御を、議期

隣、および、無整流子電動機に応用した 。マイクロプロセッサを導入したことに

より、制御モードをソフト的に切り替えられるようにな り、広い設定i速度前E聞に

対して PLL巡転が可能となる。とくに、文献[16Jでは、 PL Lモードに 入った

時の初期位相差を Oにすると円滑に同期引き込みができることを明 らかにし、文

献[17Jでは、ディジタル位相差検出稼の量子化摂差に伴うリミットサイクルを解

析しディジタル PLしで達成しうる速度精度の限界を明らかにしている 。これら

については、団関が[18Jにまとめている。これと並行して、ディジタル PLし制

御を GTOチ e ッパ駆動直流電動憐に応用し、時間1離散値系としての安定性解怖

を示したものが、原島と著者ら[19Jの報告である。

しかし、さらに詳細な実験を行ってみると上記の論文に 示 した解析It!iと実験 ui.'i

にずれがあることがわかった。そこで、原島と著者らは、 )]11の報告で[2OJで、 {立
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相差の検出遅れ考慮に入れることにより 実験値と解析値が非常によく 一致するこ

とを明らかにした。これらに関しては、本立に詳細に述 べてある。

上記以外の電動機の PL L制御の研究としては、次のものがある。まづ、原

島・小山・著者ら [21-23Jは、 PL L制御電動機の負荷耐畳を地加させる方法を検

討した。また、松井ら [24Jは、ローパスフィルタの時定数を切り答えて応答の高

速化する方法を検討した。さらに、 [25，26Jのように、 二相正弦波を検出し、こ

れに 三角関数の加法公式を応用して連続的に位相差を検出する方式も研究されて

いる。また、電動俊市l御に関係のある論文[27-29J、電動機制御に直径関係はない

がディジタル PL Lに関する論文[30，31J、および、級短時間 PL Lに関する論

文[32Jなども本研究を進めるにあたり参考にしたのでここに上げておく。

以上、電動機 の PL L制御系を中心に研究の動向をサーベイした 。 これまでの

研究の多くは、 PLL制御系をどのように僧成するかに力点がおかれ、動特性お

よび安定性の解析が中心であることが分った。

これらは、応用上もちろん重要である。しかし、電動機の PLL制御の第一の

制御目標が速度の高紛度制御であるから、実現し得る速度精度の上限を明らかに

しておくことは、更に、重要である。速度精度の上限を抑えるこれまでの研究と

しては、わずかに、 [17，18J があるのみである。しかし 、これらの研究において

も実験的な確認はされていない。著者らが、直流電動後のディジタル PL L制御

装位を使用して行った実験結果によれば、上記の論文に示された解析手法による

解析値では、実験値に比べて小さいことが明らかになった [20J。

そこで、本認に示す研究の目的は、[18Jの解析手法を更に精密なものに修正し

て、実是主結巣ともよく一致する解析手法を導出することである。

S2 -3 電動機の PL L i速度制御の基本

S ~2-3-1 PLL速度制御の原理

ここでは、まず、 PLL制御の原理を示し、 PLLを電動機速度:tiIJi卸系に適用

する場合の基本側成を示す。

P L L (Phase-Locked Loop) 制御とは、一言でいえば、出力信号の位相が入

力信号の位相に同期するように、両者の位相誤差を検出しフィードパック制御を

η
J
U
 



行う閉ループ回路構成のことである[ト5]。

PLLは、 主に通信回路などで使用されており、図2.3-1 に示すような M本制

成とな っている。その主な椛成要素は、{立相比較骨骨 ・~ 圧 H~J j卸発 t辰iIii (以下で

は、 vcoと略す)・ルー プフィルタの 三つである。同図において、位相比較総

により検出された入出力信号の位相誤差信号 Ve のうち制御に不必裂な刊 J!~ 波維
音を、高戚遮断特性をもっループフィルタで除去・平滑化する。平消化された信

号 V，がvcoに加えられ、 vcoの出力信号の位相が入力信号の位十日に同期す

るよ3にvcoの発娠周波数 の制御が行われる。 PLしでは、このようにして、

入力信号の位相に同期した出力信号が得られるから、周波数的な誤差が発生しな

いことが特長である。

電動綴速度の PLL制御の目的は、周波数的誤差が発生しないという Pししの

特長を生かして高精度な速度制御を行うことである。図2.3-2 に屯動機速度の P

LL制御系の基本的なハードウェア構成[6]を示す。 図2.3-1 と 図2.3-2 の巡い

は、 vcoが電動機とロータリエンコーダに泣き換え られていることである。ま

た、 図2.3-2 では、電動機自身が高級遮断特性を持つフィルタとしてtJ.lI能するか

ら、図中のローパスフィルタは必ずしも入れなくてよい。同図において、 1u動機

の回転子位置は、ロータリエンコーダにより検出される。ロータリエンコーダ

は、電動軽量軸に直結された回転円板に設けられたスリットを LEDとフォトトラ

ンジスタにより検出するものであり、その出力は図中に示したように パルスタIJで

ある。この PL L制御系では、ロータリエ ンコーダの出力パルス列の伎十日と JJi準

周波数信号(これもパルス ~IJ )との位相差が一定になるようにm動機の速度が制

御される。ここで、位相差が時間的に 一定となれば、その時間1微分は Oであり、

これは、ロータリエンコーダの パルス列と益準信号とが周波数的に完全に一致す

ることを意味する。従って、電動機の回転速度が、基準信号の周波数によって定

まる一定速度に制御されることになる。

PLL速度制御方式によれば、従来のタコジェ ネレ ータによ り速度を検出して

フィードパックする制御方式に比べ、以下のI盟由により、格段に安定した泌l立制

御性能が得られる[7]。まず、ロータリエンコーダを E雇用したことにより、従来

のタコジェネレータで問題となったオフセット、ドリフトなどがなくなり、検出

器が高安定 ・高信頼度化される。次に、従来の速度フィードパック制御では、 II

準速度を電圧レベルで与えるために益準電圧の温度補償などの安定化対策が必要

であった。これに対して、 PL しでは、水品発信器を基準信号の発生に使用で

き、比較的容易に高精度 ・高安定な基準信号が得られる。
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S ~ 2 -3 -2 P ~速度制御系の基本特性

ここでは、文献[3] をもとにして PLLの基本的な特性や用語を説明し、文献

[23] をもとにして図2.3-2 に示 した電動機の PL L 速度制御系のロックインレン

ジの計算法を紹介する。

まず、 PL Lの基本相育成図図2.3-1 に基づいて、 PL Lの基本伝達関数を導出

し、定常特性、同期引き込み過程、ロ ックレンジについて説明する。 [3，4， 23] 

〔基本伝達関数式(3.7)， (3.8)の導出)[3] 

図2.3-1 において、入力信号 u と vco の出力信号 V~ が次式で与えられ
t 0 

るとする。

V.<t) = Y.SI n (ω t+θ(0 i i'.' 'io，.. L -YCO' . i") 

V (t) = Y si n (ω t+θ(0 i 
0'.' '00

'"  L -YCO' . 0"') 

(3.1 ) 

(3.2) 

ただし、 ω はvcoの自走発銀周波数である。さらに、位椙比較器の特性
‘ YCO 

が、 図2.3-3 に示すようにのこぎり波状であり、ゲインを Kd とすれば、位相

比較務 の出力信号 V
e

は

Ve(t) = Kd8 e(t) 

。<t)= 8 .<t)-8 (t) 
e t 0 

(3.3) 

(3.4) 

ループフィルタの伝達関数を F(s) とすれば、 V がノレ ー プフィルタを通ったあ
e 

との誤差信号 ViS)は

V ，(S) = K ，F(s)8 (s) (3.5) d'-' --d' ，_，-e 
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誤差信号 ViS)による vcoの発銀周波数の変化分 &ω。は、 vcoの:a侠ゲ

インを KO として、

de (t) 

t:，.ω (t) =一 o一一 =K_v，(t)0'.' - dt -"Ovd (3.6) 

基本伝達関数を導出するため、 e(t) の初期値は D と仮定して式(3.4)， (3.6) を
0 

ラプラス変換すれば

。(s)= e .(S)-e (s) 
e t 0 

se (s) = K_ v ，(S) 。 OVd

式(3.5)， (3.4・)を式(3.6・)に代入して v.(s) と e(s) を消去すればd'V

' - _ e 

。(s) K_K .F(s) 
0'-' "O"d 

e .(s) s+K_K .F(s) 
i-' -"O"d 

式(3.4・)， (3.7>から

。(s)
e s 

e .(s) s+K_K .F(s) 
C' -"O"d 

以上に求めた式(3.7)， (3.8) が PL Lの活本伝述関数である。

〔定常特性)[3] 

(3.4 ') 

(3.6') 

(3.7> 

(3.8) 

PLL系の定常状態では、入力位相の変化に対して出力位相が追随し位相誤差

が生じないこと、および、入力周波数が ω から Aω だけ変化した掛合に
YCO 

は周波数の変化分 Aω に比例した位相誤差が生じることを示す。

-24-

まず、入出力周波数がともに ωYCO であるときは、 vcoへの制御入力電圧

v
d

は O である。この時、図2.3-1 から v = 0 であり、式(3.3)から位相誤差
e 

oe=O である。これを初期状態として、入力信号の位相 64 がステップ状に

t:，.e.だけ変化した泌合は
1 

t:，.e. 
e .(s) =一t

t S 
(3.9) 

よって、位相銀差 Oe の最終値は、式(3.8)，(3.9) とラプラス変換の設終値定理

から、 (ただし、式(3.8)は安定であるとして)

， t:，.e .l 
1 s t I 

lim e (t)= 11m ト一一一二一一一・s・一一一， = n 
t-+= e s-+n I s+K nK ，.F(s) _ s I →OLV"o"d'W

' ~ I 
(3.10) 

ゆえに、位相誤差 Oe が O となり、出力位相 θ は入力位相 e. の変化に迫
o t 

随する。すなわち、 PLL系の定常状態では、入力位相の変化に対して出力位相

が追随し位相浪差が生じないことが示された。

次に、入出力周波数の初期値がともに ω であるとき(この時、位相誤差
YCO 

e = 0 )に、入力信号の周波数が ω から ω +ムω にステップ状に変化YCO .. - -YCO 
した場合の入力位相の変化 OJS) は、

。(s)=主2
t 2 

s 
(3.11) 

位相誤差 oe の級終値は、式(3.8)，(3.11)と厳終値定理から、

， s sW  I sω 
11m e _(t)= lim I 一一一一一一一 ・ s.~ 1 =一一一一-

t-+= e s-+n I S+KnK，.F(S) ~2 I KnK"F(O) s→o LV"'O"d' ，~， s" J "O"d 
(3.12) 

ただし、 FCO) は次式で定義されるループフィルタの直流ゲインである。
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F(Q)三 limF(s) 

s→D 

(3.13) 

ゆえに、式(3.12)から、入力周波数が ωvcoから変化したii1 sω に比例した位

相誤差 Oe が生じる。

〔同期引き込み過程)(41 

PLL系が非同期状緩から同期状態に移行する同期引き込み過程を考える。同

期引き込み過程は、 図2.3-4 に示すようにプルイン (Pu1トin ;悶波数引き込み)

過程とロックイン (Lock-in;位相同期)過程の 二 つに分けて考えられる 。

プルイン過程 :PLL系が非同期な状態で、入力信号の周波数を変えていった

場合に、入力周波数の ω からのづれが Aω 以下となるvco 
と 、 位 相 誤差。 e がビートを打ちながら出力信号 Vo

の周波

数が入力周波数に近づくようになる。このような周波数引き込

み過程を、プルイン過程といい、 sωP をプルインレン ジとい

う。これとは逆に、入力周波数の ω からのづれがプルイvco 
ンレイジ Aωp より大きいと、プルイン過程は発生せずに、出

力周波数が入力周波数に近づかない。このプルイン過程の解析

は、位相比較官官の非線形符性を考慮に入れなければならないた

めに綾雑となるが、位+目面解析、近似モデル解析、あるいは、

計算機シミュレーシ eンなどの手法が知られている。 (41

ロ ックイン過程:プルイン過程の最後で、出力周波数と ωvcoの差が Aωli

以下となると、それ以後、位相誤差がビートを打たずに(すな

わち、位相誤差が検出可能範囲土 π を趨えないで)入出力の

位相が同期するようになる。この位相同期過程をロ ックイン過

程といい、 sωli をロックインレンジという。ロ ックインレン

ジを別な表現でいいえば、位相誤差。 e の初期他が θs であ

るとき、入力周波数をステップ状 lこ Aω だけ変化させた幼合

に、位相誤差の段大値 O が土 π を超えないような sω
mαz 

がロックインレンジ sω である。よって、ループフィルタ
li 

の伝達関数 F(s) が与えられれば、式(3.8)， (3.11)から θmαz 

が求められ、 I e 1<π からロックインレンジ Aωli が
mαz 

計算できる。 (231
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〔ロックレンジ)(31 

ロックレンジは、 PLL系が同JtJI状悠からはずれそうになる周波数の範囲であ

る。すなわち、 PLしが同期している状態から、入力周波数を十分ゆっくり変え

ていった場合に、位相誤差 θ が士 πを超えることなく入出力の同期l状線を保持
e 

できる段大の入力周波数の範囲(I入力周波数ー ω I )をロックレンジ ω， vco " ~ -， ， - - - ~ -Zc 

という。

ロックレンジ AωZc は、次のように計算できる。簡単のため、入力周波数が

vcoの自走周波数 ωvcoに等しい場合を考える。この場合、 vcoへの制御

入力電圧は O でよく、入出力信号の位栂誤差。 も 0 である。この状態か
e 

ら、十分ゆっくり入力周波数を変化させて行き、入力周波数が ω + sω とvco . ~-Zc 
なった I時の、定常位相誤差。 は、式(3.12)から

e 

。{∞)=ーム丘一
K_K ，F(Q) 
O"d 

(3.12') 

ここで、 位相比較器の特性が図2.3-3 のようにのこぎり波状であるとすれば、

|8e(∞)  I <71 (3.14) 

のように制限される。ロックレンジ Aω は、位相誤差。 が土 π を起えなlc ._.. ，~，~ _. ~ -e 

い(閃JtJJはずれをしない)厳大の周波数変化隔であるから、式(3.12')， <3.14)から

IsωI = 7l K_K ，F(Q) 
o"d (3.15) 

で与えられる。以上が、主に通信システムなどで用いられる PL Lの若本特性で

ある。

次に、電動機速度の PLL制御系(図2.3-2 番 ft(!) のロックインレンジ sωli

とロックレンジ Aωlc の計算法を文献(231 をもとに紹介する。

まず、電動機速度の PL L制御系のハ ー ド構成図図2.3ぞから、解析用2正本プ

q
t
 

n
，“
 



ロック図を導出する。すなわち、回転位置1信号は、回転速度信号の 1時1m積分であ

るという事実に着目すれば、 図2.3-2 に対するプロック図として図2.3-5 を得

る。同図において、 G_(S) は電動機の伝達関数であり、 GC(S) はローパスフィ

ルタ ・電力変後穏を含む制御総の伝述|児数である。この図2.3-5 が活動機速度の

PLL制御系の簡略化した基本プロック図である。(簡略化したという jll[11.iは、

同図において、位相比較擦の非総形な特性ゃ、位十目誤差。 eの検出がディジタル

的に行われれることなどを無視しているからである。これらを考泌に入れた泌合

については、後述の~ 2 - 4以降で厳密に論じる。) 図2.3-5 において、 m動機

が直流機であるとすればその伝達関数 G77L(S) は一次i座れで表わされ、また、 jl?1

御器の伝達関数 GJS〉が単なる比例ゲイン Kp であるとすれば、 図2.3-5 か

ら図2討を得る;さらに、電動機速度 ωm と位相誤差。 eの初期1/1也をそれ

ぞれ、 ω 、 8 とすれば、 図2.3-6 から、
mo eo 

ω s+{K_. <Y~+K_8 _n)/T _ )+(ω2/S) 
m0-' "'m" 0 '.p eO". m n 

ω (s) = _ 

m sz+2ζω s+ωζ 
n n 

(3.16) 

8 .s+(θ /T.. )+K_，(ω ーω )+{K.，(ω -K V.)/sT_.) 
eO"'T¥V eO/J  mJ"'d'~r ~mO" '''d'-r --m 0 ~ (3.17) 

8 (s) = ハ
?“ 2 e s~+2 ζα) s+ω n. n 

ど=l/2qi， y 匂弓 Kl=KmKpKd
(3.18) 

式(3.17)から、位相誤差。 eの段終値は

K ，(ω -K V_) ω -K V Tm0' r -'m 0 
lim8，，(t)= lim8

e(S)= ? = K K 
t→∞_  s→o T ω- m P 

m n 

(3.19) 

ここで、ロックレンジを求めるために位相誤差。 の定常自立を口にしておく。
e 

そのためには、式(3.19)から
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w 
T 

V. =一一一o K 
作1

(3.20) 

であればよい。以後、この V をバイアス屯圧と呼ぶ。このバイアス電圧は、位。
キ目差の定 72・値を 0 にしておき負荷変動に対する制御余絡を大きくしておく為の

ものである。式(3.19)，(3.20)、および、 (3.14)からロックレンジ Aωlc は

It.ωic|=zK77bkp (3.21) 

で与えられる。

次にロックインレンジ Aω を求める。このために、 V は式(3.20)を満た
li 

し、かっ、位相誤差。 の初期値位相誤差 8 は 0 であると仮定する。この
e eo 

仮定と式<3.17>から

K ，(ω ーω 〉
d r mO 

8 .(s) = 
e S2+2ζω s+仏)2

n n 

(3.22) 

式(3.22)を逆変検して

Kぷω ω ) ーと ω t 
d r mo >-n 。(s)= - "'_ e げ slnωJ

ea》OU
(3.23) 

ただし

ω。=ωπぷ77E (3.24) 

式(3.23)から位相誤差 θ の政大値 θ は
e mαz 

nwu 

n
，b 



式(3.25)と

kiωfmo) (ーと/ぷ:71-osc
mazaJ7Z  

18___1<π から、ロ ックインレインジムωli は
mαz 

πω / v 2. v 

It..ωυ1 =一τEe(，/¥/トら } ら

•• Hd 

で与えられる。

22-4  実験装置の構成

(3.25) 

<3.26) 

本節では、実験に使用した他励直流活動俊のディジタル PLL速度制御装凶の

ハード織成について述べる。特に、ディジタル PL L速度制御で政も ffi1l!な位相

差検出方法とそのモデルを示す。時間遅れを考慮したモデルにしたことが従来に

比べて新しい点である。さらに、 PしLモードへの同lUl引き込み過程を合む mll御

動作の概要についても述 べる。なお、本制御系の定数を表2.4-1 にまとめてお

く。

S ~ 2 -4 -1 ハードウェア材育成

図2.4-1 に実験システムのハードウェア構成を示す。電動機は、他励 l江流市動

機(山洋電気:定格出力 2.2kW、定絡電圧 110V、l&高速度 3000rpm) である。こ

れと回転軌を連結して、負荷用直流発電機(定格 0.5kW、 100V、750rpm )、ロー

タリエンコーダ(小野測定器:PP-6 型、 600 パルス/回転、二相)、および、

タコジェネレータ(直流機電動機内蔵)が後続されている 。制御用の 1H動機位

巴 ・速度信号の検出には、ロータリエンコーダの出力パルスを使用する。 一方、

タコジェネレータは実験データの収集のみに利用しフィードパック制御には利用

しない。ロータリエンコーダの出力パルスは、 TTL-IC により構成された速度検出
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器 ・ 位相差検出昔~を介して、速度・位相差のデータとしてマイクロコンビュータ

(目立: H68/T円、 CPU: HD46800) に入力される。マイクロコンビュータは、こ

の入力データと別途設けられた速度設定スイッチから入力される設定速度データ

をもとに、制御プログラムに従い電動機駆動用チ a ッパのi直流率を計算し、ゲー

トパルスジェネレータに出力する。ゲートパルスジェネレータは、この指令に従

い GTOのゲート・オン、ゲート・オフ、補助ゲートの各パルスを出力し、 GT

Oの通流率制御により直流電動後の電機子電圧を制御する。

図2.4-2 に、製作した GTOチ aッパの回路図を示す。使用した GT 0 (日本

インターナシ eナ ル 整 流 務 :53PGA 120 定格電圧 1200V、可制御アノ ー ド電流

500A、平均オン電流 50A )のゲート駆動には、ゲートオンパルス、ゲートオフ

パルス、補助ゲートパルスが必要である。このため、ゲートパルスジェネレータ

により発 生された各ゲートパルスは、フポトカップラにより絶縁されて、三つの

独立した電源をもっゲート駆動回路を通り、 GTOの主ゲートおよび補助ゲート

ヘ加えられる。 GTOチ a ッパのチョッパ周波数は 400Hzである。 GTOからの

チ a ッパ電流は、平滑リアクトル oC L (10.2mH) とフリーホイルダイオードで

平滑され、直統電動僚の電俊子へと流れる。制御系の定数を表2.4-1 にまとめて

おく。

S ~2-4-2 位相差検出方法とモデル化 (20J

図2.4-3 に、実験に使用した位相差検出器の動作原理図を示す。図(a)において

、ロータリエンコーダからの パルス列を分周して 、電動機位相差信号 M を得

る。この分周比は、電動機速度が設定速度に一致したときに M の周期が基準位

相信号 R の周期!と閉じになるようにマイクロコンビュータにより決定される。

また、この分周比を変えることにより設定速度を変えることができる。(後述の

式(4.6)参照。)ただし、信号 R の周期はサンプリング周期IT
S 

(5Oms) に等し

くなるようにしである。ここで、図2.4-3 (b)に示す信号 M と R の時間差信号

E のパルス闘は 、m動機位相と基準位相 の位相差に比例する。(後述の式(4.10l

参照。)このパルス帽を自十数用クロックパルスを使ってカウンタで百十数すれば位

相差データt..8 を得ることができる。位相差データ AOe を示すカウンタの
e 

値は、パルス D
1

の立ち上がりでラッチに保持されたあと パルス D
2

によりク

リヤされる。そして、 7 イクロコンビュータへの位相差データの取り込みは、図

2.4-3(b) に示す通り、サンプリング信号の立ち上がり時点で行われる。このよう

に、位相差信号は、周期 T 毎に検出されるが、位相差信号の検出から 7 イクロ
s 
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コンビュータのデータ読み込みまでに時間li座れがある。この遅れ時 ilJI τ は、 m
動機位相には進みと遅れがあるために 1.5T-0.5 T の聞を変化するが、 rKP和平

s s 
均的にサンプリング周期 T に等しいと考えられる。この遅れ時 1:11を巧 h.flした点

S 

が、田岡[18Jのモデルと異なるところである。また、図2.4-3(a) で、イ'J{JS は、

位相差の符号を示すものであり、電動段位十日が遅れの場合 1 で、i1sみの財合口

となる。

以下には、図2.4-3 に示した位相差検出機総の動作をもう少し詳しく検討して

おく。検討にあたり、次のように記号を決める。

ω :設定角速度[rad/sJ
T 

ωm'電動俊角速度 [rad/sJ 

Np :ロータリエンコーダ l回転当たりのパルス数〔パルス/回転〕

N
d

:可変分周器の分周数〔 パルス〕

T :サンプリング周期 [sJ
S 

fc:位相差3十数用クロ ックパルスの周波数[HzJ

b :カウンタのピット数

位相 差のディジタル 検 出は、図2.4-3 に示したように、ムθe則r.JI中のクロックパ

ルスの個数を計数して行うから、位相差検出の分解能は、クロックパルス周波数

の逆数であり、

位相差検出の分解能 =11f [secJ 
c 

(4.1) 

また、位相差百十数周カウンタは周波数 f のクロックパ lレスを品大 TS|illカウ
C 

ントするから、カウンタのピット数 b は、次式を満たす必要がある 。

S
 

T
 

F
し
v，J 

〉
z

h
υ
 

内
〆
』

(4.2) 

n
，u
 

qυ 

一 方、ロータが ωm で回転するときのロータリエンコーダの出力パルスの周波

数は、

Nω/2π[HzJ 
'P m 

(4.3) 

これを、 N
d

で分周したあとの周期は

271N ，/ω N [secJ 
d' -m"p 

(4.4) 

分周比 N.は、 ω =ω の時、上記の周期lが T に等しくなるように決定さ
αm  r s 

れる。従って、

2πN. 

一一_-=T 
ω N S 
r p 

(4.5) 

nu e
 

s
 

，，
 ，o

 

免
ur

 

.α
一
P

N

一N
π
一
S

2

一TT
 

ω
 

(4.6) 

分周数 N
d

tま鐙数でなければならないから、そうなるような設定速度のきざみ

幅 AωT は、式(4.6)で N
d

= 1 とおいて、

/';.ω = 271 /T N [rad/secJ 
r S P 

(4.7> 

= 60/T N [r pm J 
S P 

(4.8) 

た とえば、実験装飽では 、T = 50 [msJ 、N = 600 Cパルス/回転〕であるか
S P 

り 、

q
u
 

qυ 



Aω=  2 
7・

[r pml (4.9) 

すなわち、実験装置では、 2 [r pmJ 毎の 51Ji;Jj J.認を設定できる。これをも っと 制lか

くするためには、式(4.8)から、 TS または Np
を大きくすればよい 。

次に、位相差検出器のプロック図表現を滋出する。まず、図2.4-3(b) におい て

は、信号 E の時間闘を位相差 AOe としたが、これと、 t~ 動機の阿転JrJ J.交の関

係を明らかにする。それには、図2.4-4 に示すように、設定角速度 ωT で回転す

る基準円怨を仮に考えて、この円盤上の 一点 を基準位協とすれば分かりやすい。

この基準円盤は、角速度 ω で回転する屯動機回転子と同 一 中心とする。悶図
m 

のム8ーと /:;.8 の関係式は、次のようにして導かれる。 ihoe は、JJiij/l jTI 盤お

よび国主子からのパルスの時間差ムt を次式により、 Ts
を l周期 2π として

位相差に換算したものである。

2π 
/:;.8 =一-s.t

e T 
S 

(4.10) 

一方、 /:;.8 は基準円盤と回転子の回転角度のずれであり、

周期の間では変わらないことから、

ω がサンプリング
T 

ム8=ω s.t 
T 

(4.11) 

式(4.10)， (4.11) から s.t を消去すれば、 /:;.8 と /:;.8 を自換算する次式を jflる。
e 

ム8 = K ，/:;.8 
eα  

(4.12a) 

K .=~π -
d ω T 

r s 

(4.12b) 
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さて、{立折|差検出総の離散 H寺問系としてのプロック図を得るためには、サンプ

リング H寺五11でのデータが必要である。たとえば、サンプリング時刻|の回転角度の

ずれは、図2.4-4 中の /:;.8・であるが、次のように近似する。 PL L系では位打!

が同期していれば、図2.4-4 に示した角度の l時間応答の線は平行になる。これを

考慮 して、 /:;.8・の近似として Aθ を使うことにする。このようにして、位相差

検 出器のブロック図として図2.4-5(討が得られる。同図(a) は (b) のように変倹

できる。

位相差 AOe に比べて機械的な角度のずれ /:;.θ の方が、物理的なイメージが

はっきりしているから、以下の解析には /:;.8 の代わりに /:;.8 を用いることに
e 

す る。

その準備として、位相差の検出可能範囲と検出分解能を機械的角度に換算して

おく。まず 、 図2.4-4 中の /:;.t と /:;.8 の検出可能範囲は、位相の進み/返れ
e 

の両方を考慮に入れるため、

I /:;.t I壬 TS/2 (4.13a) 

|A8e|孟 π (413b) 

これから機械的角度の検出可能範囲は 、式(4.12)を使って 、

IM I歪 |ω T_I21 
r s 

(4.14) 

すなわち 、機械が]t"角度のずれ /:;.8 の検出可能純図は 、仮怨益準円盤が 1 サ

ンプリング周 1mのr:nに動く角度 ωT の半分に制限される。その理由は、 /:;.8 
r s 

がそれ より大きくなる と位相 が進 みであるのか遅れであるのかを弁月11できなくな

るか らである。

一方 、位相差 AOe の検出分解能 は、式(4.1)で与えられ 、時 間の次元をもっ。

これ を、 式(4.10)， (4.12) を使って 、彼械 的角度の 検 出分解能 力 ikoq に換算す

「

a
q
d
 



れば、 (ただし、最後の等式の変形には式(4.2)を使う)

(u 
ア

c
 

，J 
n
y
 

Aυ 企

ωT  
r s 
b 

2 

(4.15) 

となる。すなわち、機械的角度の検出分解能力 AOq[rad] は、 JI.1白川lクロック

パルス周波数を f を大きくすることにより、ロータリエンコーダ l同転当たり

のパルス数に無関長に、小さくできることになる。これに対して、 ムOq は、設

定速度 ωT に比例して大きくなる。これは、 ωγ が大きくなると，H~JII ，クロッ

クパルスの周期1l/t _ [sJの|筒に回転する角度が大きくなるからである。

上司己のようにディ)タル PLL制御系では、機械的角度誤差o.8 をディジタ

ル的に検出するために量子化幅o..8 で量子化する。この時の量子化 ~~li が原因
q 

となって、定常状態でも電動機速度のリミットサイクルが発生する。このリミッ

トサイクルについては、~ 2 -6で詳細に解析する。

5 ~2-4-3 制御動作の 慨 要 [19J 

電動機のディジタル PLL速度制御系に於ける制御モードは、前段モード、 p

LLモード、および、停止モード の三 つに大 IJIIされる。これらの制御モードは、

電動機の起動 ・加速、定速逆転、停止のそれぞれに対応する。本実験システムで

は、制御装 illに7 イクロプロセッサを用いたことにより、以下に述べる ljii段モー

ドから PL Lモードへの切り倹えに必裂な手続きをプログラムによりソ 7 ト的に

行うことができる。

前段モードと PL Lモードにつ いて、以下に、詳しく述べる。

前段モードは、起動時などのように電動機速度が設定速度に比べてある決めら

れた値よりも離れている場合に動作して、 m動機速度を設定速度付近まで加減速

する。これは、速度差が大きいと、 PL Uil!卸だけではロックインできないため

である。(図2.3-4 参照。)前段モードでは、電動機速度をフィードパックし、

これと設定速度との誤差を積分制御(以下、 1jJil!卸と呼.o:)、あるいは、比例桜

nhυ 
q
d
 

分制御(以下、 P1 jli!l卸と呼ぶ)により電動機速度の jlil!卸を行う。積分ループを

入れてあるのは、負荷トルクが電動機に加えられている場合でも、電動機速度を

設定速度付近まで加減速するためである。ここで、 ft1動機ia1![の検出は、ロータ

リエンコーダの出力パルス数をサンプリング周期1の間カウントして検出する。こ

のため、 l制御、ある いは、 PI制御 では、速度制御の制度を速度検出の分解能

以下にできない。ゆえに、速度誤差が、ロ ックインレンジより小さなある値以下

になったら PL Lモードへ切 り換える。その際、切り主主え l直前の電動機 fnJJOm圧

を記憶しておき、 ~~2-3-2 で述べたバイアス電圧とする。これにより、 P

LLモードにおける位相差の定常値が検出可能な位伺差の中央近くにあることに

なり、負荷変動に対する制御余裕を大きくできる 。

P L Lモードでは、まず、電動機位相を益準位相に周期させるロックイン過程

を経て、定;常的な PL L制御運転に入る。ここで、なめらかにロックインさせる

ために重要なことは、 PLLモードへ切り替わった時の初期位相差を零にしてお

くことである [16，18， 20Jo P L L速度制御の場合には、位相差データを一定値だ

け変えても、その時間微分値である速度には影響がない。そこで、 PL Lモード

切り侠わった時点での位相差の大きさを記憶しておき、以後検出された位相差デ

ータから記憶しておいた位相差を引き、それを制御用位相差とする。こうすれ

ば、制御用位相差の初期値を零にすることができる。この操作を、初期位相差の

零リセットと呼ぶことにする。初期位相差を零にリセットすることによりロック

イン過程がなめらかになることを実験的に確認したものが、図2.4-6 である。同

図は、ロックイン過程における位相差o..8 、と電動機速度 ω の応答の実験
e 7孔

結果を示す。同図において、 PL Lモードで逆転中に時五1)#1で電動機の負荷ト

ルクを大きく変えたために、制御モードが、-s.、前段モードに換わったあと

で、時刻:梓 2で再び PLLモードに戻っている。同図(a)が、初期位相差を零にリ

ッセトしない樹合であり、時刻将 2以後の応答が大きく娠動しながら定常値に近

づいてゆく。これに対して、同図(b)が、初期l位相差を零にリッセトした湯合であ

り、時五1)# 2以後のロックイン過程での証言動が同図(討に比べて小さくなってお

り、電動機速度を設定速度に速やか、かつ、なめらかに整定めるさせられること

を確認できる。

なお、実験システムで l回の jli)l卸演算をマイクロプロセ ッサが行うのに裂する

時聞は、 ~iJlI) したところ 0.6msec 以下であった。

q
t
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S2-5  安定性および動特性の解析と笑験結巣 [2OJ

本節では、~ 2 -4に示した電動機 の Pしし速度制御装出の安定性および勤特

性を解析し、実験結果により検証する 。

S ~ 2 -5 -1 制御系のモデリングとシミュレーション手法

ディジタル PL L速度制御系のプロック図は、図2.5-1 のようになる。これ

は、チ e ッパ駆動直流電動機のプロック図とすでに示した位相差検/1¥械のプロ

ック図 (~~2 -4-2 の図2 .4-5(b) )を組み合わせたもので、 PL L制御ゲイ

ンを Kp としている。 ただし、図2.4-5(b) の位制差検出総のゲイン Kd は、

図2.5ー l の制御ゲイン Kp に含めている。また、同図において、位相~検出総の

遅れ時間 τ は考慮に入れであるが、次の 二つの動作返れ時J:nは無線してある。

まず、 7 イクロプロセッサがデータを読み込んでから結果を出力するま での時 間

は、実視1]したところ 0.6ms であり 、 τ (5伽 s) に比べて小さいから無視した。

次に、 GTOチ aッパが 7 イクロプロセッサからの指令を受け取ってから出力屯

圧が変化するまでの時間も動作おくれの原因である。しかし、チ g ッパの キャリ

アヤ周波数が 400 Hz であるから、この動作おくれ l時間 t立政大でも 2らns であ

り、これも τ に比べて小さいから無視した 。

図2.5-1 に示した系は、時間連続系である電動機を l時間離散系であるディジタ

ル制御穏で制御するハイブリッドシステムである 。 このようなシステムを般衝に

銭うには、状態方程式による表現が適して いる。すなわち、図2.5-1 を主主 !K{し

て、状態方程式による表現は、以下 のようになる。

状態微分方程式(サンプリング時五1]の聞の系の動作を表わす 。)

x<t) = Ax<t)+Du(t) (5.1) 

ただし、

x(t) = [t，.8 <t) νt) ωm(tヲt (5.2a) 

ト [ωTAO*vo IJ  (5.2b) 

oo 
qυ 

i o d A = I 0 -KIL~ -K ，1 
0'-0 --A 

-K 
M

1T 
M 

-IIT 

l 
o o 

oj D = I 0 K pl LO 1 I LO 0 

o o -km/T 

(5.2c) 

(5.2d) 

状態推移方程式(サンプリング時刻 kT からその直後 kr:におけるデータの
s s 

更新を表わす。)
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かん(
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+

S
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ふ
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(5.3) 

これを陽に書けば、

ω (kT+) 
r s 

九 ω (kT) 
1 r s 

I nt [t，.8 (石川
(5.4) 

t，.8 *(kT+) 
s 

V_(kT+) 
0"--S 

L.(kT+) 
TL"" s 

九 V_(kT) 
2' 0.... s 

h /_.(kT ) 
3.TL....s 

ただし、式(5.4)で int [・]は量子化幅t，.8 による毘子化演算を表わし、九 、
q 

h 、h は、それぞれ ω 、v 、 I の変更の大きさを表わす係数であ
2 

. "3 .-. _.-_.-
r 

. 
0 

. -T L 
り、データの変吏がない場合は 1である (ここで ω 、 V 、 I の変。、

r
. 
0 

. -TL 

更は、サンプリング時刻のみで行うことを仮定している。)また、式(5.4)の第 2

行自で、 l サンプリング周知lの無駄時間と量子化誤差が考慮されている 。

以上の表現は、サンプリング ・量子化 ・無駄 11寺IIJ]を考慮に入れて、系の時間傾

舗での応答をシミュレーションするのに過している 。シミ ュレーシヲンは、ま

ず、式(5.3)， (5.4)を使用してサンプル l時五1]での状悠Eの更新を行い、次に、式(5.2)
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S !i2-5-2  安定性解析と実験結果

ここでは、 z変換を用いて、日寺r.1I置a倣値系であるディジタル PL L i必l立制御系

が安定であるためのループゲインを求め、実験値との比較を行う。

まず、図2.5-1 の系に z変俊を適用するために、同図中のJjlf化;械を熊説でき

ると仮定する。ここで、安定性の解析には、位十日差Ji1子化幅 tLOq より卜分の大

きな位相主主の振動の減衰・発散を調べればよいから、上の仮定は妥当であると思

われる。そこで、図2.5-1 で量子化械を熊倒した系の閉ループノマルス 伝述 l対数は

K K.， Iβ+β 
p"MI '1 '2 

e e_ +e +e_ +一一一一一一|一一一一一一一(e.+e_) 
2 -1-2 -1 -2 L_T.， I . n n .2' -1 -2 

0' M I (ββ} 
I l' 2 

Ts 1 1 I 
+一一一一ー一一一一一(I+e_)ー一一一一一一(I+e.川

月 β 2.n n.  -2' D2. D D.  1 I 
l' 2β (s _-β) - ß~(ß.- β) I 

1" 2 ' l' . 2" 1 . 2' _j 

(5.7b) 

の微分方程式をルンゲ・クッタ法などによりサンプリング周期!のあいだ数値宥i分

すればよい。このシミュレーション手法は、系の時 lill応答を厳訟に求める刀法で

あり、以下の解析の器本となる。

K K.Jβ+β 
p"MI . 1 . 2 ‘ 

α = -e e +ーーーーー一一-1-ーーーーーーーーーlee_e +e_} 
1 -1-2L_T"I.n".2、 I-rl -2 

0' M I (ββ) 
L" l' 2 

T
S 

1+2e
2 

1+2e
l 

¥ 
S ~ 1 1 

-一一一一一(e+e_) +一一一一一一ー一一ー+ー一一一一一一一ー|
β 月 1-2' "2.，， ". ，，2. D D.  I 1 "2 ，- ß~( β ー β)β (ß -s_) I 

12 1" '21'2_j 

(5.7c) 

I KpK M( I-P)P I 
G_(Z) =:1 I I 

。 lペ(Los+RO)(TMS+1)+KAK M) J 
(5.5a) 
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(5.7d) 

ただし、

P=ex p(TSS) 
(5.5b) 

e = ex p(ーβ T) 
1 S 

(5.7e) 

この系の特性方程式は、 I+GO(Z) の分子から
e_ = exp(ーβ T) 

2 S 
(5.7f) 

3 2 
Z +α Z +α Z +α Z+α=  0 4 -3-. _-2- -1- 0 

(5.6) 

T..R_ + L_ +、/<T..R_+L)2-4LT.，(R_+K.K.，) 
β............ ....， ，. ............ v .....山..... ...... .... 

1 2L
O
T M 

(5.79) 

ただし

a =ー(I+e+e ) 
3 12  

(5.7a) H V0+ LO -fo~~O+LO )2 _内TM(RO+KAKM) 
= 

2 2L
O
T M 

(5.7h) 
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さて、特性方程式(5.6)の根が単位円の内側にあれば、系は安定である。そのよ

うになる条件を、 Jurν の方法[33) により求めれば、

K K..i s.+s_ T~ " 
p"MI 一」一一三ー一一三一+一一一一一三
τ~ I -. n "，2 2 s ， s _ . ，，2 
0
1 
M I (s 1β2)1281(H〆1)(1悼 1)

+ 2 Iく1

β~(β - s _)( l+e川
2" 1 . 2'" '2 J 

(5.8a) 

|α。|く 1
(5.8b) 

《ペ
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(5.8c) 

I (l_a~)2 -(α ーαα)2I > I (1 -α~)( a_-αα}  l' -'~1-~0~3' l'  1 "  -0"-2 "0 "2 

ー (α -a α)(α -a.a.)1
1 0 3 3 0 1 

(5.8d) 

式(5.8)に表2.4-1 に示した系のパラメータを代入して計算した、安定であるた

めのループゲインの上限とサンプリング周期IT の関係を図2.5-2 に示す。ただ
s 

し、 Kl はループゲインであ り、次式で与えられる。

KK  
K.= --p--M ------
l R.+K.K 

O'''A''M 

(5.9) 

同図から以下のことがわかる。

① サンプリング周期が大きくなると、安定限界ゲインが小さくなる。逆に、

サンプリング周期lが小さくなると安定限界ゲインは大きくなり、時JlIIhl!統

系の安定限界ゲインに漸近する。

② 平滑リアクトルのインダクタンス L が大きくなると、安定限界ゲインは。

一42-

小さくなる。

③ 無駄時間lτ が 口 で あ れ ば 、 安 定 限 界 ゲ イ ン は 大 き く な る 。 た だ し 、 実

験装慣には無駄目寺聞が存在するから、無駄目寺 1mがないとして求めた安定限

界ゲイン以下でも実験装置は不安定になる。

次に、上記の解析結果と実験結果を比較する。実験条件は、サンプリング周期!

と無駄目寺聞をともに 50ms 一 定として、平滑リアクトルのインダクタンスの値

は、 10.2mH と22伽 H の二塁E類である。実験方法は、駆動用チョッパの直流電源

電圧を小さい値から次第に大きくしながら行った。こうするとループゲインが大

きくなり、ある電圧を超えると位相差信号が発散的な量言動を始めるから、その時

のループゲインを実験的な安定限界ゲインとした。その結果を、表2.5-1 に解析

結果と比較して示す。この表から、実駿値と解析値は非常によく 一致していると

いえる。

S ~2-5-3 勤特性解析と実験結果

制御系が PL L モードにある場合 の 、ステ ップ応答について、実験結果と~ ~ 

2-5-1に示したシミュレーションによる結果の比較を行う。

図2.5-3 は、設定速度が 20rpm だけステップ変化した場合の、位相差 I18e

(位相愛検出器によるディジタル検出値)と電動機速度 ωT(タコジエネによる

検出値) の応答を比較したものである。同図において 、位十目差 AOe はサンプリ

ング周期I5伽 s f草に検出される時間青1I散データであるために階段状波形となって

いる。実験結果(同図(a) )とシミュレーション結果(同図(b) )とは、仮

幅および周期!ともによく 一致している。

図2.5-4 には、負荷トルクがステップ状に変化した場合の応答を比較して示

す。この泌合も、実験結果とシミュレーシ a ン結巣がよく合っている。

これら 二 つの比較結果は、!l!l2-5-1に示したシミュレーションの妥当性

を十分保証している。ゆえに、以下の節で行う近似モデルによる解析の妥当性を

検証する方法としてシミュレーシ g ンを用いる ことにする 。

S !l2-5-4  近似モデルよる動特性解析

図2.5-1 に示したモデルによるシミュレーションは、厳密ではあるが、パラメ

ータが決定されてからでないと実行できず、製求された特性を満たす制l荏u系 のお

およその 設 討 を 行 う た め に は 不 向 き で あ る 。設計手順の効率を考えると、むし
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ろ、設計の第一段階ではできる だ け 簡 単 な モ デ ル を 使 っ て 制 御 系 の パ ラ メ ー タ を

計 算 し 、 第二 段階で厳密なモデルを使って紛lかい修正を IJnえることが盟ましい。

そ こ で 、 厳 後 モ デ ル 図2.5-1 において、平首iリアクトルのインダクタンス LO と

無駄時 11J1 τ 、サンプリング周期 T を順次無視してゆくと、ディジタノレ Pしし
S 

速度制御系の時間連続系近似モデルをmることができる。以下では、この近似に

よる誤差を検証しておくとともに、近似モデルに法づく勤特性解析を行う。

なお、動特性解析では、宣子化個よりも十分大きな位相差の変化を倣うから、

量子化総が無視できるとして解析を行う。(無論、速度の精度を議論する助合

は、量子化骨量を無視することができない。それは、~ 2 -6で倣う。)

図2.5-5 に、設定速度のステップ変化に対する位相差およびm動機i必l交のシミ

ュレーシ g ン結果を示す。(ただし、位相差検出の量子化誤差はないものとし

た。) 悶 図 に お い て 、 実 線が図2.5-1 に示した系の応答であり、これは、実験

システムの応答に対応する。これに対して、平町1リアクトルのインダクタンス LO

がないものとすれば、一点鎖線のようになる。この場合は、応答のダンピングが

若干よくなるが、応答がそれほど変わらない。 二 点t員総は、更に無駄11年liJIを 0 に

し た 掛 合 で あ り 、 応 答 の ダ ンピングがかなりよくなる。更に、サンプリング周期l

R_T O' M 
T R+K K o --A--M 

(5.11 ) 

以下では、図2.5-6 を近似モデルと l呼ぶ。近似モデノレは、厳密モデルに対してス

テップ応答のダンピングがよくなるという点に注諒しておけば、系の動特性を知

る の に 有用である。とくに、系を簡単な二次系として表現できるから、系の特性

と パ ラ メータの関係を解析するのに有利である。以下では、この近似モデルに基

づく動特性解析を行う。

図2.5-6 から、絞定速度 ω のステップ変化に対する電動後速度 ω の応答
T 

は、初期値を oとして、

2 
cu cu 
n r 

ω (s) ; ・ (5.12) 
m 2_v 2 s 

s-+2 c cu s+ cu 
n n 

が 口 、 す な わ ち 、 連 続 系 の 泌合の応答が破線であり、この場合は、 ー二 点1i1線に ただし、

対して若干ダンピングがよくなる程度である。

以上から、次のことがわかる。まず、 L を無視しでも応答性はほとんど変わ。
らない。インダクタンス L 、無駄時間 τ 、サンプリング周期lTS のうち、

日

系の応答性に織も大きな影響 を与えるものは、無駄時間である。ゆえに、系の応

答性を改善するには、まず、無駄目寺問を小さくすることが有効であるといえる。

さて、図2.5-1 に示したプ ロック図において、畳子化器、平滑リアクトルのイ

ンダクタンス、無駄目寺閥、サンプラのすべてが無視できるとした泌合のプロック

図が、図2.5-6 である。ただし 、 問 図 に お い て

K 
M 

K ;一一一ー一一一
R_+K .K 
O'''A''M 

(5.10) 
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じ 1/(2~) (5.13) 

cu n ; .，;:巧弓 (5.14) 

K，;K K 
l "m"p 

(5.15) 

式(5.12)は、その応答波形がよく知られている 2次 系 で あ り 、 解 析 お よ び 設 計 に

都合がよい。たとえば、オーバ:ノュート O は
U 

Ou=exp〔ーパぷ:戸〕 (5.16) 
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立ち上がり時間 tr (過渡応答が政終 iu'iの 10%から 90%に述するまでの時

間)は、 C が 0.2 ~ 0.7 の純聞では、

ω t = 0.8+1.84( 
nr  

次式が近似的に成り立つ。

(5.17) 

ここで、立ち上がり時間 tT の月IJt..:表現式を得るため次のような変形を行う。

まず、式(5.13)，(5.14)から Kl を消去すれば、

Cω71=1/(2TwJ 

式(5.17)， (5.18)から ωn を消去して 立 ち上がり H寺1111 tT を示せば、

t = 2T (<O.8+1.84() 
ア作L

(5.18) 

(5.19) 

式(5.19)から、オーバ νュートを小さくするためにどを大きくすれば、 立ち 上が

り時間 t が長くなってしまう。すなわち、オーバシュートを抑lえてしかも 立ち

上がりふlも短くするような応答は、 PL L制御だけでは得られない。そ のI叫 i

は、オーバシュートと立ち上がり時IU]を任意に設定するためにはど と ωn が

独立に設定出来なければならない。しかし、 PL L制御系に於けるループゲイン

の調整だけでは一方を決めると他方が従属的に決められてしまうか らである 。 も

し、任意の応答特性が得たいならば、式(5.18)から明らかなように、 Kl のほかに

T も設計 パ ラメータに出来なければならない 。T を設計 パ ラメー タと する ー
甘L

Jい側、電動機速度をマイナーループにより 7 ィード パッ クすることであ

る。しかし、応答性を改善する方法については第 3litで級うから、ここではこれ

以上述べないでおくことにする。
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S2-6  リミットサイクルによる速度誤差の解析と実験結果

本節では、位相差検出の毘子化を考慮に入れたディジタル P L L速度 :t1J1卸系の

定常速度精度を解析し、実験結果により検証する。

ディジタル PL L速度制御系では、位キ目差検出の量子化誤差のため、電動機速

度が設定速度の近傍で微小娠動を繰り返し、速度制御制度が制限される。~ 2 -

5では、動特性の解析を簡単にするため、位キ目差検出の畳子化誤差を無視した。

しかし、 PL L速度制御の第一の制御目的は、高精度な速度制御を実現すること

であるから、どの程度の制御精度が得られるかを定量的に明らかにしておく必要

がある。理想的な PLL速度制御系は、速度に関する積分市Jl卸であるから、定常

的な速度のオフセット誤差が発生しない。ここで、理想的とは、位相差の検出が

無限の精度で行われる、すなわち量子化誤差がない湯合をさす。これに対して、

実際のディジタル PL L制御系では、位相差のディジタル検出に量子化誤差を伴

い、これが原因となって定常状態でもリミットサイクルが発生する。すなわち、

定常状悠でも電動機速度が設定速度の近傍で微小娠動を繰り返し、速度制御精度

が制限される。

本節の憎成は次のようになっている 。

~~2-6-1~3 では、量子化誤差とリミットサイクルの大きさの関係を解

析的方法により求める。すなわち、検討する系は皇子化器以外の部分では線形で

あるとして、断片的に線形な系の軌跡をつなぎ合わせてリミットサイクルを求め

る。これにより、存続可能の安定なリミットサイクルを解析的に求めることがで

きる。この解析の途中では、以下の解析でわかるようにかなり煩雑な数式の計算

が必要になる。しかし、その結果は、非常に簡便な速度誤差の評価法として~ ~ 

2- 6-3にまとめられる。(なお、この他の量子化誤差による制御性能の劣化

を評価する方法としては 、畳子化誤差を白色ノイズで近似して出力誤差の分散を

求める方法や、リアプノフの方法を応用してリミットサイヲル仮姻の上限を求め

る方法がある。これらについては、第 44tに示すことにする。)

~~2-6-4 では 、 ディジタル P L L制御系 の リミ ッ トサイクルを実験結果

により検証する。そして、~ ~ 2 -6 -5では、 PL L制御と積分制御の比較を

行う。

S ~ 2 - 6 -1 ディジタル制御系の量子化誤差とリミットサイクル [34]

ここでは、一般 的なディジタル制御系の量子化誤差によるリミットサイクルの

解 析手順の 十lli峨を示す。ただし 、解析手順の紹介を簡単にするため制御対象は
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漸近安定(原点に極を持たない)であるとする。なお、ここに示す 'H項は、~ ~ 

2-6-2-3で行うディジタル PL L iili I.lUIlIIl卸系のリミットサイク lレの断I析の

準備である。ディジタル PL L ìili J.立 mll~U 系は漸近安定でない(iili J民主を似H1Z1に

変換する積分総が原点に極をもっ)からここに示す解析手順をお下修正する必~

がある。

[付記]ディジタル制御系の量子化 ~!Æ の大きさは、ピ ソト数によって決まる

が、それを級適 lこ害11り付けるJj法はまだ開発されていない 。 ・般のデ

ィジタル制御系において制御データのディジタル化のためにちIf化娯

差が発生 する部分は三つあり 、それらはフィード パック信号の入)]部

(A / 0変後穏)、市iJ!卸ii1の計算期I(有限語長tHi;算)、および、 J操作

置の出力部 (0/A 変換総)である。各々の量子化師は、各部分のピ

ッ ト数により決まる。制御装[lのコストを釧lえるという観点からは、

データを効率よく成るべく少ないピット数で抜いたい。しかしなが

ら、ピット数を制限すると、制御粉l支が劣化する。そこで、ピット散

の制限(有限語長)による性能劣化を~~;;伽ーする手法、さらには、適切

なピット数を選定する 一般的な手法の開発が必~とされている 。 しか

しながら、上記の三つの部分のピット数を段通に寄りつける刀法として

は、現在のところ、決定的なものがなく、経験的に決められているよ

うである。ピット数の最適宮11つけ方法は、 7 イクロプロセァサを川い

た $11 御装置が急速に普及している現状からみて、今後 m~ な研究，wJlíí

であると考えられる。このためには、まず、ピット数の制限(イTIIN議

長)による性能劣化を11'1'価する手法を明らかにしておく必要がある。

そのような評価法のなかでも、制御装置1のパラメータと性能劣化の関

係を数式などで簡単に求められる手法があれば、ピット数の :'1'1付け、

および、パラメータの設定などのディジタル制御系の設計に有JIIなも

のとなるであろう。

ここで考える系は、図2.6-1 に示すように、一入出力のアナログの ~III 稿u 対象に

量子化器を一つだけ付加したディジタルjJ!ll卸系である。

子化器を一つだけと限定した出 IJ]は、次の通りである。第 一 に、 1，1f-化総が

線数個あるとすると、各々の非線j杉W)J作が相互干渉し合うようになり、数式によ

る厳密な解析がほとんど不可能になる。このような場合に対しては、ディジタル

シミュレーションが唯一の方法とされている 。 しかし、ディジタル シミュレ ーン

-48-

ョンは、制御装出のパラメータと粉皮劣化の関係を把慢するには、見通しが恕い

という難点がある。そこで、設終的には、ディジタルシミュレーン g ンにより確

認するとしても、その前に、 IIlII御装協のパラメータと制度劣化の関係を知るため

の解析が必要である。 t百二に、演算部および操作益出力部の虚子化闘は、フィー

ドパック信号の毘子化幅に比べて十分小さくすることが多い。また、このように

ピット数を書，1つけるのが、センサにより倹出された情報を鍋なうことなく政大限

に活用するという怠味で、現実的な方法と考える。この場合には、 7ィードパッ

ク信号の入力(センサ)の量子化闘のみを考慮するということは、適切な近似で

あると考えられる。

図2.6-1 の系で発生するリミットサイクルを解析するため、量子化器の皇子化

幅は、 M で、毘子化~入力の平衡点の近傍では次のように切り倹わるものとす

る。

* f +M/2 (0壬eくM)
e ="'i (6. i) 

L -M/2 (-M;!，eく0)

この系において、綬定入力が 口の湯合の出力 y の挙動を考察する。アナログの

制御対象がそれ自身漸近安定であるとすれば、制御入力 u が D のとき、出力

y は 0 に落ち着こうとする。しかし、量子化器の存在のために制御入力 u は、

正負対称の土M/2 の値しかとり得ない。従って、出力 y には、図2.6-2 に示す

ように正p.対称なリミットサイクルが発生する。(ただし、影の鍛動を考察対象

から除外するためにアナログの制御対象のモードのうち品小の時定数をもつもの

よりもサンプリング周期IT が短いものと仮定している。)このような系のリミ
S 

ットサイクノレの解析方法が、参考文献[35lに示されている。以下には、それを参

考にした解析手順を紹介する。まず、図2.6-2 に示したリミットサイクルは、出

力 y の正p.が対称であるから、状態 z の初期値を z。とし、リミットサイク

ルの半周期lを kT とすれば、
s 

X_ = x(Q) = -x(kT ) 
u s 

(6.2) 

が成り立つ。次に、これら z と k の求め方を場出する。それには、図2.6-2 に。
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示したように、時刻 (k-l)T
S

と kT
s

のIinで y の符号が切り換わるというこ

と、すなわち、式で表わせば、

'Y(k-l・TS)迄0 かっ y(kTS)くD
(6.3) 

を使う。その準備として、状態 x(t) を求めておく。アナログ の:111御対象の状悠

方程式は、図2.6-1 から、

主(t)= Ax(t)+bu(t) (6.4) 

'Y(t) = cx<t) (6.5) 

で与えられる。式(6.4)の解は、初期値 x<O)= xoとすれば、

x(ト φ什刈;恥τ山 τ (6.6) 

ただし、

φ(t) = exp(At) 
(6.7) 

式(6.6)の右辺の積分は、 t= O-kT で u=-M/2 (一定)であることにi1ぷし
S 

て求めることができる。ここで、制御対象は漸近安定であると仮定しているから

行列 A は正則である。この時、式(6.6)は次のようになる。

ー1. M 
x<t) =φ(t)X

O 
+ {φ<t川 lA 'b・(-7 (6.8) 
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(注記 : A が正日11でない場合には、 x(t) が式(6.8)のように表わせないが、式

(6.6)から求めることができる。その場合でも、正負対称のリミットサイクルに限

つては、以下において式(6.8)とあるところを式(6.6)と読み変えれば、以下の手続

きは問機である。!l !l 2 -6 -3参照)

式(6.8)に t=kTS を代入して、式(6.2)を使えば、

xo = [1 + <T(kT s)]ー1[I -<t(kT s)]ハ・与 (6.9) 

式(6.9)では、まだ k が未知数である。 k を決めるには、式(6.3)を使う。式(6.3)

と、式(6.5)， (6.8)， (6.9) から、

ν訂 ・ヶ c[φ(石 ・ら)[1 +φベ)Jー1[I-φ(kTS)J 

+ [φ(石 ・T
s
)汀]A-1b・(-F)訂 (6.10a) 

'Y(k • T s) = c [φ(k・Ts) [I + <T(kT s)]ー1[I -<T(kT s)] 

+ [い ひ1]]ハ・(-F)くO (610b) 

式(6.10lから、リミットサイクルの半周期 kT は直子化闘 M の大小には無関係
S 

に定まることが分る。一方、リミットサイクルを決定するもう 一つの 要素である

Xoは、 k が虚子化闘に無関係であることと式(6.9)から、量子化傾 M に比例す

ることがわかる。さらに、 z が M に比例することと式(6.8)から、リミットサ
W 司 O

イクルの j皮If3を決定する状悠 x(t) の娠闘も宣子化闘 M に比例することが l珂ら

かになる。

以上を整理すれば 、 リミットサイクルを決定する k と Xoを求める手順は、

次のようになる。

|リミットサイクルを求める手順 l
(STEP1) 式(6.10lを満たす整数 k を求める。これで、リミットサイクルの l周

-
p
h
d
 



(STEP2) 

(STEP3) 

(STEP4) 

期 2kTS が定まる。

式(6.9)から初期値 X
O

を求める。

上で求めた初期Ij{直 X
O

を式(6.8)に代入すれば、リミットサイクルの半周

期l分の時間波形が求められる。

リミットサイクルは正負対称であるから、この半周期分の以Jfjを正負

反転したものを残りの半周 IUI分としてつなげれば、リミットサイク lレ

の一周期部分の時間波形が定まる。

以上により、リミットサイクルの周期と大きさを求めることができる。しか

し、一般の場合には、その計算が線維になることが多い。その i盟i幻は、上記のよ

う な 時 間 領 域 で の 計 算 に は、式(6.7>で定義される指数関数が解くべき )J程式

(6.10a)， (6.10b)に出てくるからである。ただし、次に示すディジタル Pしし ial度

制御系の場合は解くことができて、 $1JI卸パラメータとリミットサイクルの大きさ

の関係を解析的に求めることができる。

S ~2-6-2 非対称リミットサイクルの解析

本項と次の~ ~ 2 -6 -3では、位相差のディジタノレ検出に伴う電子化誤差を

考慮に入れて、電動機速度のリミットサイクルの周期!と速度誤差の娠帆を解析

的に求める。先のリミ γ トサイクルが正負対称と仮定できる溺合の解析手聞を示

したが、ここでは、より一般的に非対称のリミットサイクルの解析手1mを示す。

ここで、非対称のリミットサイクルを解析しておく組出は、次の こつ である。ま

ず第一に、位相差検出稼の検出(直は1il子化総があるために税散(ディジタル) /1直

であるのに対して、負荷外乱の大きさは連続(アナログ)他である。/i!I.に、f.t術

外乱の大きさによっては、制御系として級終的に洛ち若くべき位相差が、位十日差

検出器の量子化闘の中間、とくに皇子化関を非対称に内分するところになること

がある。この場合は、あとで図2.6-3 と図2.6-4 の説明のところで詳しく述べるよ

うに、リミットサイクルの正の半周期と負の半周知!の長さが異なる。第二の山由

は、制御対象が漸近安定でないために、正の半周期と負の半周期jの長さが等しい

場合でも位相差の平均値が初'JJtjJ値の分だけ不定となり毘子化帽のちょうど中央に

ならないことがある。この溺合については、あとで式(6.29)の下の説明のところ

で詳しく述べるが、位相差の仮眠が正 i~ 対干 :1; ではなくなる。以上が、 JI 対 fil; リミ

ットサイクルを解析してお〈理由である。

上記のような非対称のリミットサイクルの解析には、あとで示すように~I算機
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を利用した数値計算が必要になる。ところが、あとで示すように、非対祢のリミ

ットサイクルの解析結果から、リミットサイクルの波形が正負対称に近いところ

で速度誤差の仮闘が大きくなることが l明らかになる。このことは、速度誤差の実

用的な評価法としては、正負対称のリミットサイクルを鮪2析すればよいことを意

味する。すなわち、本項で行う解析は、次工員 ~~2-6-3 に示す正負対称のリ

ミットサイク Jレによる速度誤差の評価手順の妥当性を支持するためのものであ

る。~ ~ 2-6-3では、リミットサイク Jレの対称性を仮定することにより、解

析手順が非常に簡便になることを示す。

解析を簡単にするため、次の仮定を設ける。

平滑リアクトルのインダクタンスは無視できるものとする。

~~2-5-4 の検討結果によれば、比較的ゆっくりした応答を考え

る溺合は、平宇野リアクトルのインダクタンスを無視しでも応答性に大

きな変化はない。

この仮定により、解析を行う系のプロック図は、図2.6-3 に示すようになる。同

図は、先に示した図2.5-1 において平滑リアクトルのインダクタンス LOを 0 に

したものである 。このため、式(5.10)， (5.11)に示したように、電動俄定数が次の

ように変更される。

k 

K 
M 

m R +K.K o --A--M 

RT 
T =. ""0" M =-----
m R +K.K o ""A""M 

(6.11) 

(6.12) 

図2.6-3 に示したように、位十日差検出の量子化帽を ihoq とする。この量子化骨骨

が存在するために、ディジタル制御官官が出力可能なm圧 u は、飛び飛びの{直し

かとりえない雌倣(ディジタル)値である。一方、電動機の負荷外吉Lの大きさは

述続(アナログ)値である 。従って 、電動機速度を設定速度に 一致さ せるために

必要な屯圧が、 LU力可能な飛び飛びの値をとる u の中 tlllになることがある。こ

の場合に、制御系は、 u を微小娠動させてその平均値が必要な電機子電圧に ー
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さらに、 ωーおよび6.8 の各初期値を図2.6-4 に示したように決めると、定

常的なリミ Jトサイクルでは、一周期毎に同じ波形が繰り返すから、旦盟企主主t

として次 の式<6.16)，<6.17)を得る。

<6.16) [:][:;::][:;:主::::]

致するように動作する。これが 1) ミットサイクルの発生原因である。

図2.6-4 に、非対称リミットサイクル 1:1'の各部の j皮/f5を示す。すなわち、リミ

ットサイクルの正の半周知iと負の半l苅WIの長さが見なる場合を示している 。た だ

し、同図においては平衡点近傍のリミットサイクルを考えるために、特状態 1~1 の
原点を次のように変更している。すなわち、 ωm の原点は 、fli動機泌!去の H与1111

平均値である。また、 6.8 および6.8本の原点は、 JムOq (3:適当な務数)

である。すなわち、 6.8 および6.8* は、実際の u!iから、 iL与8q
をヲ|いたも

のである。同様に、 包の原点は kpiムOq である。

以下、式<6.24)の導出までは、リミットサイクル解析のための準備段階であ <6.17) 

また、図2.6-4 に示すように、時五1l t=K ITs および t={k1+K2)TS において、制

御入力 u が切り換わる 。そこで、位相差検出から制御入力の出力までに lサン

プリング周期の無駄時間l があることに注意して (~~2-4-2 参照)、下記の

ほl[:;::::;l[:;21る。

図2.6-4 に 示 す よ う に 、 制御制力 u の時 IIll平則自立 は、 u て白子化恥l

K 6.8 を m:n に内分していると仮定する。この時、 u の平均値 uは、
p q 

(6.13) 1 m 
u = K_<ー 一一一)6.8

P'2 m+n q 

<6.18) 

各時刻においては次の切り換え条件を満たさなければならない。

6.8<k-1・T )くD
1 S 

かつ6.8 <k -2・T )~O 
1 S 

この石が負荷外乱を打ち消して、71i動機Ìlll l主が平払~ (1内に設定速度に一政する。

すなわち、負荷外乱の大きさは、ー五に等しい 。よって 、各時刻において，t[動機

を加減速するむ圧 Vαは、図2.6-3 に示す ように、制御総:1:tJ u と 1~ {':i外乱(

-u )を加えたものであるから、 <6.19) 6.8<k +k_-1・T)益。
1 2 S 

かつ6. 8 <k +k_-2・T )くD
1 2 S 
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式<6.14)と図2.6-3 から各時刻に於ける状態置は次のようになる。<6.14) 

( 0壬1豆kT または1-1 

<k +k_)T_ ~王 t 壬 2<k .+kn)T~ j 1 ".2 --S - --_. 1 2 S)  

{ k壬t豆<k.+k_)T.) 1- • -".1 '-2'-1 

K_6.8_-竺L
p- q m+冗

-K .6.8 _ _!}:_ 
p- q m+n 

<6.20> 

O~ t ~k T に対して、
1 S 

[:;:::]=A(t)山+b仕 AOqただし、リミットサイクルの各 半周期lを k
1

および k2
とす る。この 11年、 u は

平均値であるから、図2.6-4 の u の波形中斜線で示した l国有1(;が等しくなり、次

の関係がある、

k.T ~ t ~ k +k_ .T に対して 、
1-S--- '-1 '-2 S 

<6.15) 
k m = k_n 
l' . 2 
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(6.21) 

ここで、先に~ ~ 2 - 6 - 1に示した手順によれば、式(6.25)，(6.26)を連立方程

式として初期値を決定することになる。しかし、上の場合には、以下に示すよう

に、 ω と ω は定まるが、 /::，.8 と Aθ が不定になる。すなわち、m 1 m2 -，-_ _ 1 2 

式(6.26)を(6.25)に代入すれば、

k +k ・T 豆 t~三 2k +k ・T に対して、1 2 s _ 1 '2 s '. --. 

[:;::ト明 TS) [~: :J +b伺 T
(6.22) 

[~: : J = A(k2TS) [A(k1TS) [~::J + b(k1T品 MqJ
(6.27) 

ただし、

変形して、

I 1 -T {1-exp(-t/T )) I 
A(t) = I m m 1 

I 0 exp(ーt/Tm) I (6.23) 
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(6.28) 
I-K K，， {t-T +T exp(イ/T ))l 

b<t) = I m p m m m I 
L K7Jp{l-exp(ーt/Tm)) J (6.24) 

ここで、式(6.28)の左辺の係数行列の中身を式(6.23)を使って書き下してみれば、

以上で、解析に必要な数式の準備が終わった。以下には、~ ~ 2 -6 - 1に示し

た手順になら ってリミットサイクルの解析を行う。ただし 、位相差の初 1m倣

ikO1および A82が不定になるから計算上の工夫が必要になる。

まず、各初期値の満たすべき方程式を導出する 。式(6.16)， (6.21)から、
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(6.29) 

[~::J=A(ちTS ) [~::J + b(仏 (6.25) 

また、式(6.17)と(6.22)から、

式(6.29)の行列式は 、明 らかに D である。故に、方程式(6.28)の解は不定となる。

ただし、式(6.28)は、 ω に関しては解をもち、それを式(6.26)に代入して、
m 1 

ω と ω が次の織に定まる。
m 1 m2 
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(6.26) 

K K /::，.8 
mp  qr _，_ _.， 

=一一一一一一一一一一 I-n+(m+n)ε -E_e_1 
m 1 ト E E m+πL  2 1 2J -1 -2 ..， 

(6.30) 
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K K_ t;，.8 
m--p - q.- 寸

ω 一一一一一一一一一一 I+m-(作いn)ε +ε 8_ I m2 トεεm+πL''''，，，. ..， -1 1 -2J 
1 2 

(6.31 ) 
k =笠K
2 n 1 

(6.33) 

ただし、

(STEP3) 上で仮に決めた k と k を式(6.30)，(6.31)に代人して ω と ω 
1 2 作11 作12

をJj-:算する。

(STEP4) u) 

m1 
ω が次の不等式
m2 

1 = exp(-k?SIT
m

) 8
2 

= exp(-k
2
TsITm) "' ~ (s 甘l' 2 -""' --2-s' m 

上記において位相差の初期値 ikO1 が不定となる物理的出由は、次の織に説明]さ

れる。すなわち、図2.6-4 で、 t;，.8 の波形は、周期性条件式(6.16)，(6.17)、およ

び、切り換え条件式(6.18)，(6.19)を満たす範囲内では、同図中破線で示す僚に上

下に平行移動しでもよい。これは、ここで検討している図2.6-3 の系において、

t;，.8 を出力する位相差検出器は単なる積分総であるために減哀がなく、その初期

値の影響が残るのである。一方、 ω を出力する積分総の初期値は、 II~ 定数
m 

Tm
で減衰するから 、定常状態ではその影響が残らない。

さて、以上の検討では、また、 t;，.8. ム8 ， k. ， k が未定である。とく
1 ' - 2 1 '2 

に、 tLO1 と A62 が未定であるから、 ~~2-6-1 に示した手順のように、

切り答え条件を使って k と k を決めることができない。そこで、次のよう
2 

な工夫を行う。もし仮に A81 が定まったとすれば、 A02 は式(6.26)の l行白か

ら、式(6.23)を考慮して、

ω く Oく ω
m1 作12

(6.34) 

を満たすかどうかチェックする(図2.6-4 参照)。満たせば(STEP5)へ、

満たさなければ(STEP2)に戻り k
1

を更新する。

(STEP5) 次の不幸1・式

口<thOlく t h o q ( 6 3 5 )

を満たす適当な ikOl に対して式(6.32)から iL02 をw算する。

(STEP6) 上で求めた I182 が

-t;，.8 くt;，.8 く Oq - 2 (6.36) 

t;，.8_=t;，.8.-T (l-exp(-kTIT )iω 
2 - 1 -m l . . i-s--m' J m 1 

-K_.K_ (k，T_-T_ +T exp(-k，T_IT )i .~ー (6.32)
P l'i-s -m -m-""' "1-s'-m'J t;，.8 

q 
を満たしていれば(STEP7lへ、そうでなければ(STEP5)へ戻って aol を

再設定する。その時、もし式(6.35)を満たすすべての A61 に対して式

(636)を満たすようなt;，.8 が存在しなければ、 (STEP2)で仮定した k
2 

に対するリミットサイクルが存在しないから、 (STEP2)に戻って k
1

を

更新する。

(STEP7l 以上で ffl'算された ω ，ω ，t;，.8 t;，.8 ， k ， k を式
m1 作12 1 2 1 2 

(6.20)， (6.21)に代入してt;，.8(わが切り倹え条件式(6.18)， (6.19)をすべて

滅itこすかをチェックする。 も し、 満たしていればリミットサイクルが

存在するからデ ー タを出力する。 もし、 満たしていなければ(STEP5)へ

以上に求めた数式を使って、リミットサイクルを求める手順は 、次のようにな

る。

|非対称リミットサイクルを求める手順|

(STEP1) mπ を決める。

(STEP2) k
1

を仮定すれば、式(6.15)から 、

。。
に
d -59 



戻り tLOl を再設定する。この時、もし、式(6.35)を満たすすべての

A61 に対して式(6.18)，(6.19)を満たすような初期値 Aθ がない渇合

は、 (STEP2)で仮定した k
1

に対するリミットサイクルが存在しないか

ら、 (STEP2)へ戻り k
1

を更新する。

上記の手順を計算機のプログラム化すれば、数値計算により存在可能なリミッ

トサイク ルを求めることができる。ここで、速度誤差の仮鯛は、位+目差の勿'JJUJI，直

には依存しないことを注意してお く。すなわち 、存在可能なリミットサイクルの

周期を決める k ， k が定まれば、式(6.3¥)，(6.3けから 1:::.8. 企θ2 に関わり¥. -2 

なく ω ， ωn が一意に決定され、速度誤差の娠申請 ω ー ω も定まm¥ - m2 ._..---，--• . -~--- -_. .._ m l --m2 

る。ここで、 1:::.8 ，1:::.θ の大きさは、先に示した手順の (STEP5-7)で明ら
2 

かなように、ある定められた k ， k に対して、そのようなリ ミットサイクルが
1 2 

存在するかどうかをチェックするのに使われるだけである。

きて、 m:nの比が同じであれば、 k + k が大きい方が誤差電圧が一方 向に !J日
¥ 2 

わる時聞が長くなるから、 ω ー ω も大きくなる。放に、速度誤差の政大
ml m2 

娠帽を評価するには、各 mれに対して存在し得るリ ミットサイクル中 k + k 
1 2 

が最大となるものを評価すればよい。そこで、各 m:n に対して作在するリミ γ

トサイクルによる母大速度誤差の娠幅をプロットしたグラフが図2.6-5 である 。

ただし、計算を行った m と n の範囲は ¥-¥0 の撃数である。同図は、

m/n = 1 の縦軸に対して左右対称であり、 m/n= ¥ の付近(厳密には、

仇 /n= 9/10および 10/9 )で誤差の証言闘が段大になる。また同区lから、リミット

サイクルによる速度誤差の評価として m/n= 1 における法度誤差を探JTIすれば

ほぼ最大となり実用的には差し支えないことがわかる 。 m/n= 1 の場合は、式

(6.15)から k = k であるから、リミットサイクルのうち前半周期と後半周期|が
1 2 

等しいものを選んで速度誤差を評価すればよい。このことは、次の~ ~ 2 -6 -

3で m/π=¥の渇合のリミットサイクルから速度誤差を評価することの妥当性

を支持する。

さて、本項の緑後として、 仇 /n= 1 の場合には 、

① 位相差の振幅がその時間平上旬に対して正負対称のリミットサイクルが存在す

ることと、

② 正負対称性を仮定しでも、速度誤差の仮闘は変わらないこと、

を示しておく。まず、 m/n = ¥の場合には、式(6.¥4)から

r +K_1:::.8_/2 (O~t~三 k.T. ) v (t) = ~ p q _ . -~ -~ -1-1 

α I -K _ 1:::. 8 _ /2 (k 主主 t 歪(k+k_)T ) l P q _ ¥ ~ -~. 1 '-2'-1 

(6.37) 

吏に、 式(6.15)から、

k = k 
1 '-2 (6.38) 

式(6.37)， (6.38)から、リミットサイクルの各半周期において電動機には大きさが

等しく符号が逆の電圧が閉じ l時間だけ交互に加減速電圧として加えられる。放

に、リミットサイクル中には、 1:::.8 を含めて正負対称のものが存在する。(①

がいえた。)

一方、速度額差の仮闘は、 k ， k が定まれば、式(630)， (6.31)により一意に決
l' -2 

定され、 1:::.8
2 

' 1:::.8
2

には依存しない。物理的には、位伺差 1:::.8 を、図2.6-4

において、上下に平行移動しでも、 k ， k が変わらない範囲では、速度誤差の
1 2 

8言幅も変わらない 。結局、 k = k であれば、正負対称であるとしても速度誤
1 2 

差の評価には影響がない。(②がいえた。)

以上に示した、 m/n= 1 の付近で速度誤差が段大になることと①および②は、

速度誤差の評価を正~対称のリミットサイクルにより行うことが、妥当であるこ

とを示している。

5 ~2-6-3 疋負対祢リミットサイクルの解析

ここでは、位相差のディジタル検出に伴う量子化誤差を考慮に入れて、電動機

速度の正負対称リミットサイクルの周期!と速度誤差の賑帽を解析的に求める。解

析を簡単にするため、次の 二つの仮定 を設ける。

① 平n:1リアクトルのイ ンダクタンスは無視できるものとする。

~~2-6-2 と同じ。

② リミットサイクルは正負対物であるとする。

正災対刷、性を仮定することの妥当性は、~ ~ 2 -6 -2で詳細に示し

た。すなわち、電動機の負荷変化を考慮に入れれば、電動機速度を設

定速度に一致させるために必要な電機子電圧は述続(アナログ)値で



ある。一方、位相差検出の量子化を考 l却に入れるとディジタル制御 22

が出力可能な電圧は、飛び飛びの値しかとりえない雌倣(ディジタ

ル)値である。そこで、必要な電圧が、山ブJ可能な Jf~ ぴ Jf~ びの rlì fEの

ちょうど中央にくることがある。この溺合のリミットサイクルは、 5

~ 2 -6 -1で解析したも のと同 僚に 正負対紘となる。もちろん、こ

のようにちょうど中央にならない場合がある。しかし、リミットサイ

クルによる速度精度の劣化は、中央にならない渇合のほうがちょうど

中央になる場合に比べて、ほとんどの渇合に小さいことを H 2-6 

-2で確認、したすなわち 、正負対称 のリミットサイクルを評価するこ

とが、速度誤差の評価にとって厳しいものになる。

/::.8 (k-1.T s)く O (6.41 ) 

リミットサイクルの周期l および大きさを決定するためには、~ ~ 2 -6一lの手

順による。(ただし、式(6.4)に相 当する次式(6.42)では 、式(6.4)の A に当たる行

列が正則ではな い ことに 注意する。)

まず、状態方程式を解く。図2.6-3 から、系の状態方程式は、
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上記の仮定①から、解析の対象となるディジタル PL L速度制御 系のプロック

図は、 H2-6-2と同僚に、図2.6-3 に示すものとなる。図 rl'、 ikoq が{立

相差検出 の量子化帽である 。一方 、②で仮定した正災対林のリミットサイクルの

概略波形は、図2.6-6 に示すようになる。ただし 、同図においては平衡点近傍の

リミットサイクルを考えるために、各状態墨の原点を次のように変更している。

すなわち、 ωm の原点は、屯動機速度の時間平均値である。また、 M およ

び/::，.8中の原点は、 j/::，.8_ (j:適当な整数)である。すなわち、 /::，.8 およ
ゆ q

び/::，.8中は、実際 の値から、 j/::，.8 を引いたものである。同僚に、 u の原点
q 

は k j /::.8 である 。 ここで、リミ ットサイクルは正負対称であるから、そのp q 

半周期を kTs ( k :整数)とすれば、周期性条件は、ゆく式となる。

時刻 t= 0 における状態宣の初期l値を
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(6.43) 

とする。 0;;;t ;;; kT の期間では 、位相差検出値/::，.8 が変化しないことに注
S 

窓して式(6.42)を解けば、
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更に、図2.6-6 に示すように、時五IJ t = kT において、制御入 )J u が切り換わ
s 

るものとすれば、位相差検出か ら操作量出力までに lサンプリング周期lの!!!!駄時

間があることに注意して、時五IJ t = (kーのT および (k-1)T における位相差
s -.~ 

/::，.8 (t)は、それぞれ、次式で与えられる切り燃え条件を満たす 。

ただし、

<p <t)三 e
-t/T 

m (6.45) 

/::.8 (k-2・T )註口
S (6.40) 

式(6.44)と周期!性条件式(6.39)から 、状態量の初'JJtlJ(直が次のように求められる 。
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[~:~] = [:J子 (6.46) 

ただし、
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(6.47b) 

リミットサイクルを正負対称と限定したおかげで、~ ~ 2 - 6 - 2の式(6.29) に

示したような /';.8 の不定性が除かれ、 /';.8 が k の関数として確定するので

ある。式(6.46) を式(6.44) に代入すれば初期値を合まない形で状悠li1の U.~ I:JI変化を

求めることができる。その結果を、位相差/';.8 (t) について記せば、
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ただし、式(6.48)において、リミットサイクルの半周期を決める k はまだ未知数

である。これを決定するために、式(6.48)を切り換え条件式(6.40)、(6.41)に代入す

る。その結果は、

T 1 2'{l(k-2・T ) 1 

(k-4)士三 21 1 一一一一一一~I 三 口
T m L 1+'{l(kTs) I ー

(6.49) 

T 2'{l(k-l・T ) 1 

(k-2) =三~ -21トーー一一一三 1 > n 
1"_ I 1+伊(kT) I ー
m L S 1 

(6.50) 
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以上で、リミットサイクルの半周期jを決定する整数 k が満たすべき不等式

(6.49)、(6.50lが求められた。さて、不等式(6.49)、(6.50lを満たす整数 k が求めら

れれば、速度誤差の仮帽を次のようにして、決めることができる。すなわち、図

2.6-6 から、速度誤差の級大値は、 ω (0)=ω であるから、速度誤差の振幅
m mO 

は、式(6.46)の第2行目から、

-kT /T 
S 骨L

1-e 
21ω1 = K K _ /';. 8 ' ~. _ _ (6 51) 

mO' --m--p- q -kT /T 
S 作l

1 + e 

以上を整理して、正t.l対仰 のリミットサ イクルを求める手l順を示す。

|正負対称のリミットサイクルを求める手順|

(STEP1) k =口とする 。

(STEP2) k = k+l とする。

(STEP3) 不等式(6.49)(6.50)を満たすかどうかをチェックする。(下記の注記を参

照。)

(a) 両方満た せば、リ ミットサイクルが存在するから (STEP4) へ行く。

(b) 式(6.50)が満たされない渇合は、 k をも っと大きくすることによりリミッ

トサイクルが存在する可能性があるから、 (STEP2)へ戻って k を更新す

る。

(c) 式(6.49)が満たされなければ、これ以上 k を大きくしてもリミットサイ

クルは見つからないから計算を打ち切る。

(STEP4) 以下の (d)-(f)を順次行う。

(d) 初期 値 /';.8 ， ω を式(6.46)から求める。
m 

(e) 必要なデータを印字する。

(f) (STEP2)へ戻る。

注記:式(6.49)および(6.50)の各左辺と k の関係は、図2.6-7 に示すように、各左

辺は k に対して単澗附1)日であり、すべての正整数 k に対して

〔式(6.49)の左辺〕く〔式(6.50)の左辺〕

である。このことから、同図巾に (a)-(c) で示す各符iJ或は、それぞれ、 (STEP3)
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の各項目 (a)-(c) に対応している。

表2.6-2 に、上記の手順で求めた k と T /T の関係を示す。同表から、同
S 押Z

ーの T /T に対して複数の k が存在する 。 このことは、同ーのア /T に対
s -m S 7九

して複数のリミ ットサイクルが存在することを意味する。実際このことを確認す

るために、ディジタルシミュレーションを行なってみれば、図2.6-8 のように、

複数のリミ ットサイクルが存在する。図2.6-8 から 、k が大きい程 ωm の振附

も大きいことがわかる 。このことは、この渇合に限らず、一般的に成立する。す

なわち、リミットサイクルの起こる原因は、図2.6-3 において、 Gl子化 ;titが存《じ

するために/::，.8 が D にならないことである。ここで、.tE政対紘 のリミットサ

イクルでは、 /::，.8 の誤差は土/::，.8 /2 に限定される。以に、半周期が長い位、
q 

電動機に大きさの限定された誤差電圧が 一方向に長〈加わることになり、リミッ

トサイクルの振幅が大きくなる。

さて以上から、速度誤差の最大にする正負対称のリミ ットサイクルは 、 〔正負

対称のリミットサイクルを求める手順〕で求められる k のうち&大のものに対

応する。以下には、これを手鍋かりにして速度誤差を評価する手順の簡略化を検

討する。簡略化の目標は、電車などで簡単に計算ができる程度とする 。

まず、存在可能なリミットサイクルのうち、最大の周期を 2k T とする。
押hαxS 

この k を求める一つの方法は、図2.6-7 を多照にして、 k = 1， 2・・・・ を順に
wzαz 

式(6.49)の左辺に代入して、その値が正になる直前 の整数 k を k とすれば
Wlαz 

主主主ーしかし、この計算も、電卓などで行うと煩わし い。そこで、近似式を求め

てみる。まず、上記の k を求める方法で、実際に k を日|算してみ
mαX mαz 

る。その結果を図2.6-9 に示す。ここで、式(6.49)の左辺から明らかなように、

k は T /T のみの関数であり、電動機ゲイン定数などに全く依存していな
mαx s m 

いことを注意しておく。図2.6-9 をみれば、 k と T /T は簡単な近似式で
mαx s m 

表わせそうなことが分る。実際、同図中に一点鎖線で示した直線の傾きと切片か

ら、次のような近似式を得る。

kmαz=lM8×JF三) (6.52) 

ただし、式(6.52)で int(・)は四姶五入による整数化を表わす。式(6.52)の桁)えを縦
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認するため、上記の下線部に示した方法で求めた正しい k と式(6.52)で求め
作Zαz

たものを比較したものが表2.6-3 である。同表から、 T/T =1-0.01 の聞では
s m 

式(6.52)が正しい k を与えることがわかる。一方、正f，t対称のリミットサイ
mαz 

クルによる速度車u去の仮闘は式(6.51)に k を代入すれば
mαz 

k T 
mαx s 21ω 1 = K__K_/::，.8 _tanh(一一一一)

mO' m-- p~ q-- 2T 
作も

以上を整理して次の評価法を得る。

|正負対称のリミットサイク Jレによる速度誤差の評価法|

(STEP1) 式(6.52)から k を求める。
max 

(STEP2) 式(6.53)から速度誤差の仮帽を求める。

(6.53) 

この計算は、関数 m卓などで簡単に行うことができる。結局、 ~~2 ~ 6 - 2

-3の解析の結果として、上記 のような非常に簡便な速度誤差の評価法が導出で

きた。

S ~2~6~4 実験結果との比較

ここでは、~ ~ 2 -6 -3で浮出した速度誤差の評価法の妥当性を実験結果に

より検証する。

まず、図2.6-10 にリミットサイクルの実験結果とディジタルシミュレ ー ション

結巣を示す。両者は、非常によく一致している。この実験およびシミュレ ー ショ

ンの条件は、下記の泊りである。まず、表2.4-1 に示した実験装位の定数から、

LO = 10.16 [mHJ (6.54) 

RO = 0.595 [ n J (6.55) 

Km  = 2.746 [rad/(s'V)) (6.56) 
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T
m

=0.15 [s1 (6.57) 

T
s

=0.05 [s1 (6.58) 

次に、 この実験に於ける設定速度 ωγ と位+目差検出にピ ッ ト数 b は、

ω=  94.25 [rad/s1 (6.59a) 
T 

= 900 [r pm 1 (6.59b) 

b = 6 [bi t 1 (6.60) 

【注記 ] 実験装置の b は、通常は、 8 (ピ ッ ト)であるが、こ の実験では、

b を 6とした。その理由は、 b が大きいと量子化幅が小 さ くなるた

め、 リミットサイクルそのものが非常に小さくなり、電源変動や負荷

変動の影響と区別してリミットサイクルを観点11することができなくな

るためである。

この時の位相差検出の量子化帽を俊械角に換算すれば

b，e =ω T /2
b 

q r-s 

= 94.25X 0.057 2
6 
= 0.07363 [r a d 1 (6.61 ) 

更に 、 この実験での制御ゲインは次の巡りである。

KP  22358[V/r a d] (662) 
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次に、以上のデー タを使って、 ~~2 - 6 - 3 に示した方法で速度誤差を評価

してみる。まず、リ ミ ットサイクルの周期を求めるために、式(6.52) に式

(6.57)， (6.58) のデータを代入して、

k = i nt(4.8X、/0.15/0.05)= 8 
mαz 

よって、リミットサイクルの l周期 T. は、
iC 

T，_ = 2k_ __T _ = 0.8 [s1 lc ~"mαx s 

(6.63) 

(6.64) 

次に、速度誤差の仮闘を求めるために、式(6.53) に式(6.56)，(6.61)， (6.62)， (6.63) 

などを代入して、

8XO.05 
21ω 1 = 2.746X2.358XO.07363Xtanh(ー一一 寸

mO'mαx 2XO.15 

= 0.4148 [rad/s1 (6.65a) 

= 3.961 [rpm1 (6.65b) 

式(6.64)および(6.65)に求められたリミ ッ トサイクルの周期!と仮幅は 、図2.6-10

に示した実験結巣と非常'によく 一致している。これにより、 ~!!2 - 6 - 3 で導

出したリミ ッ トサイクルにょうる速度誤差の評価法が妥当であることを実験的に

確認できた。

8 !!2-6-5 

PしL:I~I 御は 、 位 +lI lli 検 lお の E 子化の影響が無視できるとすれば 、 速度に関す

る核分制御に 他 ならない 。 ここでは、位相差検出の量子化を考慮した幼合の PL 

L制御 と積分制御の比較を行う 。すなわち 、 リミ ッ トサイクルの大きさが等しく
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なる条件を導出し、これを手術かりにしてどちらの制御系が泌度制度を良くでき

るかを明らかにする。

まず、比較の対象となる積分:(，11御系のプロック図を図2.6-11 に示す。この系

は、サンプリング周期 T 1mのロータリエンコーダの山/)パルス数をカウンタで
s 

計数し、それを T
s

で書11ったものを屯動機速度の検出値として、ディジタル積分

(厳密には積算)するものである。同図(a1は、 (b1のように等価変換できる 。一

方、図2.6-3 に示した PLL制御系を、図2.6-11 (b1と比較しやすいように等価変

換すれば図2.6-12 となる。図2.6-11(b1 と図2.6-12 は、制御ゲインを

K = K，/T p -Hl" s (6.661 

とすれば、量子化球の位tllを除いて全く等しくなる。しかも、こ のIi1-l-化総の位

置の差は、以下に示すように、リミットサイクルには影響を与えない 。すなわ

ち、リミットサイクルの考察に当たっては、系の平衡点回りの動作を考えればよ

いから、 ωー=0 としてもよい。 ω=0 であれば、図2.6-11(b1 と図2.6-12 は全
r r 

く等価である。放に、 PLL制御系および積分散111却系において、それぞれの制御

ゲインが式(6.661を満たし(この時、動特性が等しくなる)、かっ、位凶検出の

量子化隔が

/'，.8 __ = /'，.θ 
RE - q (6.671 

を満たせば、リミットサイクノレに関しては全く等しくなる 。

以上により、式(6.66)，(6.67)を満たせば、 PL L制御系と般分市H卸系は、リミ

ットサイクルに関しては、全く等しくなることを l明らかにできた 。しかしなが

ら、両者は、位置検出の方式が異なるから、式(6.67)が常に満たされるわけでは

ない。その点を以下に検討して、両者の差を明らかにしておく。 PL L 制御の場

合、位相差の分解能 AOq は、式 (415)から、

-Aν 
η
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ω
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ny
 

A
U
 

A
 

(6.68) 
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=ωr/fc (6.69) 

ただし、 b は位相差計iJlllmカウンタのピット数であり、 fc は、位十日差RI"1技用ク

ロックの周波数である。 一万 、積分市|御の湯合に、ロータリエンコーダの l回転

当たりのパルス数を Np とすれば、位置検出の分解能は、

/'，.8__=2π /N RE - .-.p (670) 

式(6.69)， (6.70)から、 f および N を一定 として、 ω に対する /'，.8 と
c p r 

/'，.8 の関係を図示すれば、図2.6-13 のようになる。同図で、 AOq と /'，.8 
RE 

が一致するときの電動機速度 ω は、式(6.69)，(6.70)を等しいとおいて、
rO 

ω=  2πf/N rO - -c p 
(6.71 ) 

すなわち、 ω が ω より小さい傾峻では、/'，.8 のほうが小さい。このこと
r rO q 

は、 ω より小さい傾域では、 PL L iliill却系のほうがリミットサイクルによる速
ru 

度誤差の仮帽を小さくできることを意味する。そこで、 ωrO を実則的に妥当だ

と担、われる数値を illんで al.:算してみる。 まず、 N は、光学式エンコーダを{史
P 

う溺合に数千が限界であるとされている。たとえば、

N
p 

= 6000 [pulse/revJ (6.72) 

としてみる。 一方、クロック周波数 f は、カウンタ 1Cの動作周波数により決
c 

まり、数MHz までは十分に動作可能である。たとえば、少し鐙え自に、

fc=1[MHZ] (6.73) 

としてみる。式(6.72)，(6.73)を式(671)に代入すれば、
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[rad/sec] (6.74α) 

= 1047 [r pm] (6.74b) 

すなわち、約 1000 r pm 以下では、 PLL制御系のほうが積分散IJl卸系より速度誤

差が少ない。

S2-7 本章のまとめ

本章では、高精度速度制御を目的としたディジタル PL L速度制御系を実視

し、 その特性解析を行うとともに、妥当性を実験により検証した。その成果を

まとめると以下のようになる 。

( 1 ) ディジタル PL L制御系の無駄時間を考慮したfi'1l蜜なモデ ルを導出し、

それ に よ り 安 定 性 ・ 動 特 性 の 解 析 を 行い、妥当性を実験によ り倹証し

た。すなわち、ディジタル PL L制御系の解析のため のモデルを滋出し

た (~~2-4-2 、図2 .5-1 )。このモデルに位+目差検出に伴う無駄時

間を考慮に入れたことが、従来にない新しいところである 。次に、 この

モデルを利用して安定性を解析し、実験値とよく 一致することを 確認し

た (~~2-5-2) 。更に、このモデルに基づくディジタルシ ミュレ

ー ションにより動特性を解析し、~駿とよく合うことを検証した( ~ ~ 

2-5-3)。

( 2 ) 位相差をディジタル検出するために量子化誤差が生じるが、それに起因

するリミットサイクルを詳細に解析し、速度誤差の大きさを定E的に解

析するとともに、その妥 当性を実 験により検証した。すなわち、1lt子化

誤差に起因するリミットサイクノレについて、一般的な非対称リミットサ

イクルも含めて解析し、 PL L速度制御系のi速度誤差の抑制lは正負対物

のリミットサイクルによって行ってもよいことが分かった。 (H2-

6 -2 )。このことは、これまでに示されていなかった。これをうけ

2
 

ワ
f

て、 PL L $1J御系 の正負対林なリミットサイクルを解析し、それに基づ

いて速 度誤差を非常に簡単に求めることができる計算手順を示した(~ 

~2-6-3) 。この方法による評価値が実験値によく一致することを

確認した(~!! 2-6-4) 。また、位置2センサとしてロータリエンコ

ーダを 使用した尉 合の PL L制御と積分制御とを比較して、実用的な速

度 純 図では PL L制御のほうが速度精度をよくできることが分かった。

(H2-6-5)。

なお、 ~~2-5-4 で示したように、 P L L制御系では、制御ゲインの調整

だけでは応答波形を任意に設定できない。このため、応答波形を改善する方法は

月IJに検討する必要がある。それは、次の第 3章で倣うことにする。

また、本立で示した方法により解析できるリミットサイクルは、簡単な系に限

られる。高次系や級数の量子化器を含む場合にも適用できる量子化誤差の評価方

法については、第 4;;tで総論することにする。
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第 2章の図 ・表のリスト

1~ 2 一 i-~2-2 I 
|~ 2 -3ー 1 I 

図2.3-1 P L Lの基本構成図

図2.3-2電動機速度の PLL制御系のハードウェ ア 構 成 図

1~2-3-2 I 

なし

図2.3-3 のこぎり波位相検出特性

図2.3-4 同期引き込み過程の位相誤差信号

図2.3-5電動俄速度の PLL制御系のプロック図

図2.3-6直流電動機の PLL速度制御系のプロック図

1~~2 - 4-11 

図2.4-1 実駿システムのハードウェア例成図

図2.4-2 G T 0チ a ッパの回路図

表24-1 実駿システムのパラメータ

|H2-4-2  I 
図2.4-3 位相差検出務の動作説明図

図2.4-4 位 相差検出の回転円盤による説明図

図2.4-5 位相差検出総のプロック図

1H2 - 4 - 3  I 

図2.4-6 ロックイン過程の実験結果

|H2-5-1  I 
図25-1 ディジタル PLL速度制御系のプロック図

|H2-5-2 I 

図2.5-2 サンプリング周期と安定ループゲイン 限界

表2.5-1 安 定限界についての解析値と実験値

1H2 - 5 - 3  I 

図2.5-3設定速度ステップ変化時の電動機速度と位相誤差

図25-4負荷トルクステップ変化時の電動軽量速度と位相誤差

|H2-5-4 I 

図2.5-5近似をした時の設定速度ステップ変化 時の応答

(シミュレーション結果)

《

h
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ヮ，

図2.5-6 ディジタ ル PLL速度制御系の近似モデル

|~ ~ 2 -6ー 1 I 
図2.6-1 量子化~をもっディジタル制御系

図2.6-2 正負対称のリミットサイクル

|~~2-6-2 I 

図2.6-3 量子化官官をもっ PL L速度制御系の近似モデル

図2.6-4 正負非対称のリミットサイクル

図2.6-5 正負非対称のリミットサイクルの計算結采

1~~2-6-31 

図2.6-6 正負対称のリミットサイクル

図2.6-7 k に対する式(6.49)，(6.50)の左辺の値

表2.6-1 k と T/T の関係
s m 

図2.6-8 リミットサイクルの位栂i商軌跡

図2.6-9k と T /T の関係
max S m 

表2.6-2 k と近似式(6.52) の比較
m ax 

1~~2-6-41 

図26-10 リミッ ト サ イ ク ル の 実 験 結 果

1~~2-6-51 

図2.6-11 積分市H卸系のプロック図

図2.6-12 P L L制御系のプロック図

図2.6-13 位位検出 分 解 能 の 比 較
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図2.3-1 P L Lの基本構成図

if主
① Feedback signal Jl九九

図2.3-2 電動後速度の PL L制御系のハードウェア情成図

ιB 

11 

図2.3-3 のこぎり波位相検出特性
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プルイン過程 ロックイン過程

図2.3-4同期引込過程の位相誤差信号

Controller Motor 

図2.3-5電動機速度の PLL制御系のプロ γク図

v。

図2.3-6 直流電動機の PL L速度制御系のプロック図
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表2.4-1j定験システムのパラメータ

図2.4-1 実験システ ムの ハードウェア織成図
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図2.4-3 位+日差検出 総の 動作説明図
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表2.5-1安定限界についての解析値と実験値
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(mH) 解析結果 実験結果
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22.8 9.84 9.77 

図2.5.) ディジタルPLL速度制御系のプロック図
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図2.6-1量子化器をもっディジタ Jレ制御系
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図2.6-2正負対称のリミットサイクル
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Load 

図2.6-3量子化器をもっ PLL速度制御系の近似モデル
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図2.6-4 正S~非対称のリミットサイクル
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kmax と近似式(6.52)の比較

近似式(6.52)
k~ T.，(fm 

4.8x仔，{fm 四絵五入

l 4.68 5 5 

0.5 6.79 7 7 

0.3 8.76 9 9 

0.2 10.73 11 11 

0.1 15.18 15 15 

0.05 21.47 21 21 

0.02 33.94 
34 ユ丑

0.01 48∞ 48 48 
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表2.6-2

図2.6-8リミットサイクルの位相面軌跡
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ln limit-cycle due to quantiz占tion

(loop gaょn=6.47)

図2.6-10 リミットサイクルの実験結果
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